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序

近年，日本におけるソピエ(ト史研究は，著しい進展をみせ，教育史研究においても注目すべ

き労作が発表されはじめている。後発資本主義国として社会主義建設を遂行しなければならなか

ったソビエト連邦が，し、かなる教育課題を負い，それをどのように解決し，また新たな課題，矛

盾，問題に対処していったのかを現実の社会主義建設の過程と対応させて検討することは，いま

だ，大きな意義を有している。そして，ソピ、エトの教育の震史は，革命政府の指導者たちの掲げ

ていた「理念jが定着し，また「理念jから「現実」が後退するとし、う単純なものではなく，現

実の複雑な諸要闘によって「理念」が修正され，変更されて現実化する康史であることも確認さ
(2) 

せる。

本稿は，第 1次五ヶ年計画期 0928年10月-1932年12月)の工場技能学校政策と，それが大

きく転換した1933年 9月の改革の分析を直接の課題とする。 1933年の改革によって，工場技能学

校は，主として次のような変化をみた。(1)養成労働者を大衆的職種技能資格労働者に限定する。

(2)教育期開を 2-3年から半年-1年にする。 (3)全教授時間の剖%を生産教授にする。 (4)上級教

育機関への進学を停止，進学に必要な教育を削験する。

この改革について扱っている主要な先行研究は，以下の通りである。
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(1) A. H. B eCeJlOB; npO中eCCHOHaJlbHO-TeXHH'leCKOe06pa30BaHHe B CCCP ，M.， 1961r. 

(2) E. r 0 0 COBC削減 n Pa3B日T即日 ynpO'leHHe C阿CTe刷附OJl φ'3YB 1923 - 1933rr • "， 

J1eHHHrpa)l，cKHll Op)l，eHa Tpy)l，OBOrO KpaCHoro 3HaMeHH rocy)l，apCTBeHHb改訂e)l，arorH可eCK日詰 HHCT詔TyT

HMeHH A. H. repueHa， Y'Ie6Hble 3anHCK諸， T. No. 299， J1.， 1967r. 

(3) n. B. npOXOpOBH'I， H. r. KOBaJleHKO; O'lepK pa3BHTHlI COBeTCKOII npo中ecn!OHaJlbHO-

TeXHfI'leCKOii III KOJlbl， MHHCK， 1975r. 

(4) E. 人 oCOBCKHii; Pa3BHTlle TeopHH np吟 eCCHO出品

(1917 -1940)， M.， 1980r. 

(5) nO且 pe)l，. C. 只 5aTbl山 eBa11 )l，p .， O'lepKH 滋CTOpHH npoφeCCHOHaJlbHO寸 eXHHGeCKuru

06pa30Ba問団 B CCCP， M.， 1981r. 

アソープスキーの研究， (2)， (4)が比較的詳しく，この改革を分析しているものの，イ〉改革

を指示した政府決定の説明を検討することなく肯定し，改事を正当化していること，ロ)工場技

能学校を菌民教育体系の発展と関連させて把握していないため，この改革がソビエト教育全般の

前進の結果であることが踏まえられていないこと，等の弱点をもっていると筆者は考える。これ

らの弱点を克服しつつ， 1933年改革のソピ、エト教育史上の主主義を明らかにするために.1933年改

革による工場技能学校の性格の変化，転換を， (1)労働力の量的，質的変化， (2)教育人民委員部の

教育政策， (3)工場技能学校をめぐる論争，の検討な軸として，考察をおこなう。

本論稿で使用した資料は， 1981 年1O~1l月の訪ソの際，レーニン国書館，ウシンスキー教育

図書館において，マイクロフィルム，コピーで入手し，一部，筆写したものである。

設

は) 梅根悟監修，世界教育史大系16，11'口シア・ソビエト教育史n.JJ，講談社， 1977年。村山士郎11'ロ
シア革命と教育改革.JJ，労働旬報社， 1980年。 I可， rソビエト教育学における1930年代問題JC議EE，
現代教育学の浬論，第3巻「社会主義と教育学.JJ，青木議応， 1982年，所収〕。

(2) この点については以下を参照されたいo R.パーロ著，永弁，村山訳11'社会主義の新たな展望I.JJ， 

岩波書庖， 1980年， 14ベージ。境)11伸努， rネップの導入と労働組合J，11'貫主史学研究.JJ， 1977年4月，
443号ベージ。

I 第1次五ヶ年計韻と工場技能学校

1 第1次五ヶ年計簡と労働力養成

第 1次五ヶ年計画は，第16由党協議会 0929年 4月)で全面的に論議され，最大限案を基調

として採択されたア計画は重工業，軽工業部門をはじめとして，各部門での生産自擦を設定した

が，それを保障する労働力を如伺に保障，養成するかという点では必ずしも十分に徽密で‘あったわ

けではない。労働力養成問題については，最高国民経済会議，教育人民委員部，各人民委員部が

具体的な白擦と実施措置を作成していったのであるが，統一的で
(2) 

的計画でで、ありながら，各共和国間の目標遂行にかかわる合意も明確になっていた訳でもない。そ

の他，養成される熟練労働者の大多数の養成にあてられた補充労働者教育制度 (CIlCTeMa)l，ono-
(3) 

J1HIlT巴JIbHOrO pa60Qer 0 o6pa3oBaHll1I)が， 1931年に創設されると L、う問題もあった。

計画とそれに伴なう措置に問題はあったものの，五ヶ年計翻を遂行する上で，技師からはじ

まり熟練労働者にいたるまでの労働力を大量に養成しなければならず，それに必要な措重量を即座
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(4) 
に実施しなければならないことは自明のことであった。

では，この時点で労働力養成事業(とりわけ熟練労働者養成)にかかわっている経済諸機関，

労働組合，教脊人民委員部，コムソモールは，熟練労働者とその養成についてどのように把援し

ていたので、あろうか。

第16問党協議会で，評議員として参加したコムソモー コーサレフ (A.B. KocapeB) 

は，生産の社会主義的合理化が，合理化をなおいっそう推進させ，最新の労働について教養をも

ち，短期間に様々な新しい技術的改善や新しい設備に適応しうる労働者の養成を必要としている

と述べた後. r工場技能学校のためのたたかし、は，全面的に発達し，十分な量の知識，労働につ
いての十分な教養，十分な生産経験，生産の習熟および生産知識を身につけている新しい型の労

(5) 
働者宅どめざすたたかし、であるjとして，養成すべき労働者像を提起している。このような労働者

に対立するものとして，中央労働研究所が養成を提起している労働者を批判する。つまり，中央

労働研究所が養成を意図している労働者は，全教授時間に占める理論教授の比率が極端に低いた
(6) 
め(最低，粗紡機工・精勅機工の1.3 ~ぢから，最高，据付工の 8.5 ~ぢ) ， 思考し，判断し，一般化

する，そして働くことのできない仕込まれた労働者だというのである。そのことから，計画で提

起されている熟練労働者の養成について，工場技能学校を通じての養成を拡げ，中央労働研究所

を通じての養成を狭めることを主張した。

同じ192持の12月，人民委員会議議長ノレイコフ(A. YI. PbIKOB)は，モスクワで新しい熟練労

働者の養成について演説した。そこで彼は，現症の「技術革命」が今までよりもずっと複雑で、完

成された設備を生産に急速に定着させ，その結果，従来と異なる作業のテンポ・方法および技能

資格が必要となることを指摘し，次に，労働者がより高い技術水準に急、速に移行する工業の新し

い状況を何程か知り，なおいっそうの技術発展の担い手になるためには，労働者が一定最小限の

総合技術的教養を有していることが必要で、あり 工場技能学校がこのような労働者念大量に養成
(7) 

ずる必要について述べている。

また， 1930年 (4月ないし5月)には，工場技能学校の教授活動を指導している教育学者ガ

イシノーヴィチ (C. E. fa員C附 OB別)が，当時流布していた「労働者の非熟練化論」に基づ

く労働者養成を批判しながら，次のような労働者養成論を展開した。社会主義建設が必要とする

労働者は，生産の遂行者としての機能に専ら順応する者でなく，社会主義的生産の護接的建設者，

その合理化の体現者，職長・技手・技師になりうるような者である。これは，養成される労働者

の専門(専門知識〉が職務上の機能よりも広範でなければならないことを意味する。クレーン運

転工やボール盤工等はそれぞれ，機械使用の労働を厳密に遂行することを保障するだけでなく，

企業の生産過程の技術的合理化の実際的推進者となることの援助にもなる総合技術的・文化一政
(8) 

治的準備教育を受けなければならない。つまり，ここにおける労働者像は，単に生産を遂行する

上で必要な技能訓練にとどまらず，絶えずひきおこされている生産の技術的変化・改造，および合

理化を推進しうるに足る教養を習得している労働者が，社会主義工業にとって不可欠だというも

のである O 工場技能学校の任務として，ガイシノーヴィチは，このような労働者の養成を想定し

ていた。

以上の3者の労働者像の基践にある1920年， 1930年の現状認識は，工業への農村人口の大量

流入という現象が企業における低い労働生産性，労働規律の低下をひきおこしており，そのこと

は労働者の普通教育水準の低さに起因しており，その克服なしには経済の社会主義的改造という
(9) 

課題を解決しえないというものであったO
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また，社会主義競争合遂行する上で，その主体である労働者にとって基礎的な教育・教養

(政治的・文化的・技術的)が如何に競争の成功に決定的な要素であるかは，連邦最高国民経済

会議労働経済部が作成したテーゼ、が明らかにしている。テーゼ、は「広範な労働者大衆を巻き込ん

だ社会主義競争は，工業の社会主義的改造への大衆の実際の参加の成功および効果が，労働者の
一回

文化的，技術的基礎知識と教育程度にし、かに依存しているかを実際に不したJとしている。これ

は，生産費の低下，労働生産性の向上，労働・生産組織上の改善等を主とする社会主義競争の目

標達成にかんしては，技術的な発明・工夫をおこなうに必要な技術的知識ばかりでなく，その原

動力ともL、し、うる競争遂行者の意欲をより確実にするための社会・政治的知識も必要であること

念物語っている。

ところで，工業の社会主義的改造・簿鋪，合理化の時期に求められる熟練労働者像としては，

上述のコーサレフ，ノレイコフ，ガイシノーヴィチが提起したような労働者であることに容嫁する

者はいなかったであろう。問題は，合理化(生産費の低下，労働生産性の向上に集約される)達

成というスローガンの下で，一方で、は生産過程における技術的改善，機械化の進展により，以前

のような熟練が必要で、なくなったという事情がある中で，このような労働者像がどのように理解

され，主主体的措置に反映しえたのかということにある。

五ヶ年計画の直前の段階で，生産での労働者の技能資格および労働の変化の過程が， r非常に
UJ) 

入り組んで，目立たない程度にjであるが進行していた。し、くつかの部門で、作業の単純化，

の手工的職種の衰退，新しい職種の出現が観察され，予想されていた。

冶金工業ーパト p ーフスク・ラーニン・ジェノレジンスキー名称工場では，コークス炉の設

と電力装置の設備によりガス機器取扱者(新職種) ，電気工の増大が予想、されており，ドニェ

ブ。ルベトローフスクのベトローフスク工場では，熔鉱炉への原料の装入の機械化(クレーン，自

動的に荷おろしする車輸のついた電気機関車の導入)により，荷運び作業者と装入作業者の労働
闘

のー婦が提起された。

石炭工業ースターリン管区の鉱山では，採掘機の導入と機械化の進展が，採炭坑夫および
同

石炭搬出夫の重筋労働を駆逐し，彼らを採掘機の操作者やその補助者に取り養えている。

金属加工工業一この部門では，ベルトコンベアーの導入，作業過樫の細分化，新しい機械

の導入などによって，従来より低い技能資格の労働者が増大している。ハリコープの『槌と鎌』

工場では平均して 6 等級から 4 等級の技能資格になり，ベトローフスク工場の機械職場では 9~

10等級から 5~7 等級，そしてクラコーフ名称機械製作工場では鋳型機械を 4-5 等級の労働者
制

が操作し作業をおこなっており， 7~8等級の労働者は約10%にすぎなくなったとしづ。

以上，全体として，不熟擁労働者と熟練労働者の減少，熟練労働者よりは熟練度(技能資格)

が低い半熟練労働者の増加の傾向が克られる。ウクライナ共和国最高国民経済会議労働経済部の

資料は， 1924~2昨に 4 ~6 等級の労働者が31. 6 %から42.7~ぢに増加し，逆に 7 ~9 等級の労働
_. . U弱

者が36.2~ちから 32.5 %に減少していることを不した。また，モスクワの電球工場では，次のよう

な労働者の技能資格の変化が生じた(表 1)。この変化は，量産体制，熟練労働者に代わる自動
問

機械の使用、に移行した生産における半熟練労働者数の増加傾向を示すものである。
在日

この時期にソビエトでは，労働者の型を3つに類別している。すなわち， (1)大衆的職種技能

資格労働者， (2)中級技能資格労働者， (3)上級技能資格労働者である。第1の型の労働者は，機械

を操作し作業する労働者，一つまたは若干の作業をおこなう労働者である。繊維工業では紡績工，

織工等，機械工業ではタレット工，フライス工，その他の専用機械工であり，この型の労働者は
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表-1 等級別労働者数の変化 急速に増加するとされた。第
在日
2の裂の労働者は，機械工業

の小鍛冶工，旋盤工，工具製

造工等であり，若干増加する

が，額向として漸次的に減少

する。第3の型の労働者は，

技術指導・管理的労働もおこ
闘

ない，繊維工業では副工長，

機械工業では据付工，指導員，

等級 1926年10月 1日 1927年10月 I日 減少の割合働

3 173 128 26 

4 171 159 7 

5 265 169 36 

6 111 54 51 

総数 720 510 29 

担。
検査工，監視員であり，漸次的増加傾向にあるとされた。

こうして，以上のような労働者の技能資格の変化館向は，労働者養成事業において教育人民

委員部やコムソモールが懸念していた，中央労働研究所方式による労働力養成が市民権を獲得し，

広範に普及する現実的根拠になりつつあった。このことは，計画案における中央労働研究所の分

表一 2 ソ連邦ゴスプラン労働力養成計画案
自由

工場技能学校
中央労働研究所

職業技術学校
補充労働者

総 言十
議 習 メ:0; 教育施設

労働者数 216，000 11 2，500 44，600 1，162，000 1. 5 3 5，100 

割合的 14.1 7.3 2.9 75.7 100.0 

袋一3 ソ連邦最高国民経済会議労働力養成計画案
信3
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担をみると明らかになる。これらの表では工場技能学校での養成者を 100労とすれば，中央労働

研究所講習会では， 52.1 % (表2) ， 32.6 % (表3) (個人別・班別技能教育とあわせたものと

比較して〉とし、う無視できない程の位置に中央労働研究所講習会があることがわかる。中央労働

研究所講習会が工場技能学校にとってかわることができるかということとは別に，ガスティェブ

等が主張している短期間の養成によって，現在工場技能学校が養成している専門の!労働者の養成

をおこなえるということは，中央労働研究所以外の者も指摘していた。
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たとえば，レニングラードの繊維工業の調査では 5… 8カ月で養成できる一連の専門が工

場技能学校で3年の教育期間になっており，織工などは生産過程での8-10カ月の訓練で2台の

機械について働き，ノルマを達成することがで、きまを考えられ，木綿紡績女工，走錘精紡機工，
(24) 

製糸工も同様の状態にあるとされた。また モスクワでも1925-27年に工場技能学校の任にあっ

た養成職種は，以下のように減少した。繊維労働者では1925/26年の53職種から1926/27年の14

職種になり，金屠労働者一部職種から 9-10職種，化学労働者一30職種から 7-8職種になり，
官官

これらの変化は中級技能資格労働者養成という観点からは，しごく当然であると説明された。

さらに，工場技能学校の教育期間の大幅削減に反対してきたコムソモールの指導的活導家カフ。ル
倒

ーンも，大衆的職種の養成(生産教育〉が3カ月-1年で可能であることを認めている。

このように，技能習得の菌からだけみるならば比較的短期間の養成が考えられたのだが，工

場技能学校がそのようなものに改編されなかったのは，次の埋自によると考える。第 lは，ノレナ

チヤールスキー，グループスカヤを先頭とする教育人民委員部，そしてコムソモールの側からの

猛烈な反対があったことである(2弘育人民委員部の立論は，機械合操作する半熟練労働者をその

まま，放置した状態におくことができないし，それらの労鶴者の機械労働の単調さによって彼ら

を疲労させ，消耗させることを防ぐ措龍として，技能資格を高め，あまり複雑で、ない労働形態か

らより複雑なものに移行する可能性を与える…般技術準備教育が，この穫の労働者にも必要だと

いうことである。また，生産を合理化することのできる意識的な労働者を養成するためにも，そ
闘

のような教育が必要であるとしている。

ノレナチヤールスキーも工場技能学校の役割について，どんな設備にも知悉しうる入閣を送り

出さなければならないとした後，その卒業生は社会・自然科学の分野における必要最小限の知識

を有しており，発達した階級的自覚をもった若きプロレタザアートになるであろうと論を展開し

主側

コムソモールは，第8回大会で，ソビエトの工業の発展の転期に生じている閤難と諸矛盾を，

青年の労働の社会主義的原理を拒否することによってではなく，それらを工業の利益にできるだ
側)

け大きく，最大限結びつけることによって克服している と強調した。ここにおける青年の労働

の社会主義的原理は，第2国大会決議が競定していること，すなわち， I労働が青年の身体に正
.(3D 

しく発達する可能性を与えないならは」 生産労働は許されず，そして「教育目的に奉仕するよ
倒

うに」 労働がたてられなければならないということから発していると考えられる。第3田大会

における再編された工場技能教育を労働青年学校と結合させて，統一的な青年の社会主義教脊制

度の中に組み入れるという考X?~ミら，コムソモールは 工場技能学校の評価を f青年の社会主義
教育の形態」吐いうまで高めてゆく。そこでの年少者の労働は，普通・技術教育と結合しなけれ

ばならないと考えられたが故に，教育期間の大幅な削減が青年(年少者)の社会主義的教育原理

から逸脱するとコムソモールは判断したのである。

第2の理由は，中央労働研究所講習会が工場技能学校の養成している職種の労働者すべてを

養成している訳ではないということである。金属工組合のブゥドニャク (11.13YJUill証〉は， 1925 

年現在で中央労働研究所が旋盤工，小鍛冶工，フライス工，王子削り工しか養成してはおらず，以後
旧日

必要とされる製鋼工，鋳造工，鉄工，ボイラー製造工，鋲締工等を養成していないと指摘してい

る。また最高国民経済会議も，工場技能学校の卒業生が f生産において，中央労働研究所講習会
邸)

の卒業生と比較してより熟練した労働により阜く移る」であろうことを考慮に入れており，はか

らずも工場技能学校の優位性を吐露している。
間
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さて，ここで第 1次五ヶ年計画初期の熟練労働者とその養成について，結論的に言うならば

以下のようになる。熟練労働者とは，技術的に生産に知悉し，政治的には社会主義建設に積極的

に参加する意識的な労働者というものであり，このことは誰も否定しえないが，しかし，その実

際の養成については，合理化，社会主義競争とあいまって，経済諸機関，労働組合と教育人民委

員部，コムソモールの意見の不一致が顕在化したのであった。この対立は1929年度には一応「解

消jするのであるが.1933年秋の労働力養成事業の再編(これについてはHで論述する)によっ

て1929年の対立解消の確認原期が一時的に揺らぐことも生じてくる。そのようなことの基礎には，

生産における労働者の労働および技能資格の変化があり，労働力養成においてはこのような変化

に対応するとL、う課題が当然、のこととして設定されることを確認して次に移ろう。

2 社会主義ヱ業の工場技能学校への要請

(1) 工場技能学校の経済諸機関への移管問題担割

五ヶ年計画の作成および実施過程において経済諸機関，労働組合等から，工場技能学校に対

する批判が強まった。その批判は結局，工場技能学校の管轄を教育人民委員部から経済諸機関へ

移行すること，さらに教育期間等を短縮すること等に帰着した。学校の移管については，それら

が企業付属施設で，その構成部分であることのみならず，企業によって十分な援助，供給〔原料，

資金，建物〕をも受けていることがその理由であった00も下，移管問題の論議，およびその本質

について検討してゆく。

工場技能学校の経済諸機関への移管問題は，工場技能学校単独の開題というものではなく，

高等技術教育施設，テフニクムと密接に関連していた。最高国民経済会議による高等技術教育施
(4由

設の移管の提起は，著名なソピェト史家フィッツパトリックによれば1925年が最初であった。

1927年に最高国民経済会議は再び，移管要求を強めていった。

1927年9月に連邦最高国民経済会議は，職業技術教育施設の活動を工業とより緊密にするた
制

めに，第1回全連邦職業技術教育会議を召集した。 rプラウダ』の報道によれば，最高富民経済
会議のクーイビィシェフは報告において，閣の生産力発展から技術職員養成が運れており，その

原因は，国民教育機関が生産性の発展テンポと一致した要員養成とし、ぅ課題に対する取り総みを

十分おこなっていないことにあると述べた。また，工業の要求と爵民教育機関による養成との不

一致は，養成がほとんどa然発生的におこなわれているからであり，それは国民教育機関と工業
との相互関係を調整しなかったこと，技術職員養成を工業の要求に適応させる問題に国民教育機

関がほとんど注意を払わなかったことによっているとも述べた。

会議2臼gの9月27日の報告で，ルナチヤールスキーは，工業が第 1に技術水準のなおいっ

そうの発展のための基礎である全般的読み書きの普及に利益を感じ，第2に一定の労働者，技師

技術庫議員要員の確立を必要としているとした上で，若干の経済家たちは労働者の教育の最大限

の廉価化と速成化を志向しがちであり，その際に生産に直接的に関係しない科目を放棄すること

の手前で足踏みをしないが，教育人民委員部は狭い工業労働者ではなく，発達した労働者を養成

しなければならないと考えるから，上述の考え方をとらないと述べた。同時に彼は，工業のため

の要員養成のあり方，計画立案において一連の欠陥があることを否定しなかったが，これが教育

人民委員部諸機関による要請〔経済諸機関がたて，国民教育機関に提起される専門別の養成労働
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者の量〕遂行における怠慢〔ク}イピィシェフが述べたような〕によってのみ説明されないとした。

工業は今日まで正確な要請を与えなかったとの認識があったので、ある。

討議は厳しい性格をもち，相互の非難に満ちていたf訟育人民委員部の側は，最高田氏経済
会議が職業技術教育問題に関心を十分に示してはおらず，様々の塑の専門家の正確な需要を決定

しなかったことを指摘し，拡張高田民経済会議トラスト代表者の側は，教育人民委員部が最高田民
例

経済会議にしかるべき援助せピ与えていないとして，多くの具体的事例を引用し，批判を加えた。

工場技能学校について，工場の敷地内にあり，経済諸機関によって維持されながらも，この

学校が，教育人民委員部の管轄にあるということ，すなわち，二重の服従にあるということが，

あらゆる管理のないことに等しいと，経営部門担当者たちは考えてI，'f::..。若干の経営部門担当者は，

教育人民委員部にイデオロギー的指導だけを残して，工場技能学校を経済諸機関に完全に移管する必要

があると述べたが，発言者の多くは，この提案に反対し，支持を得ることができなかった。それにかわ

り，職業技術教予言の重要な基礎となる 7年制学校網を拡大する要求は一致をみた。開時に，テフ

ニクム絹(とりわけ夜間の) ，様々な夜間講習会網を拡大する必要も述べられた。

結語において，ルナチヤールスキーは，国民経済の発展のテンポと熟練労働力，技師】技術

職員養成のテンポとの間のギャップを解消する上で，決定的な意義をもつものが，予算上の資金

供給の規模であり，教育人民委員部に与えられた少ない資金を考慮するならば，教育施設網の現

在の状況をその最大の達成物とみなすべきだと述べた。またグーイピィシェフは，最高田民経済会

議が工場技能学校における独占的な支配を確立しようとも思っていないし，それらを狭し

働者の送出に適応させるつもりもないが，しかし同時に，指導における平行主義を一婦し，工場
倒

技能学校の教育方法を工業の利益により適応させることを必要と考えていると述べた。

職業技術教育施設の移管およびそこでの教育のあり方をめぐる論争は， 1928年に入り穏々の

新聞，刊行物において激しく展開された。札61928年 4丹20臼に開かれたブ。ロレタリア学生中央ピユ

ーロー総会において，最高田民経済会議は，テーゼの第 l項に「工業に奉仕する高等技術教育施

設を最高間民経済会議に移管することj九かかげ，その代表として槙説をおこなったクラーヴァ
リ (KpaBaJlb)は，現行の専門家養成制度が工業の要請にまったく応えていないと厳しい批判を

おこなった。それに対し教育人民委員部の代表のハダロープスキー (XO，D.OpoBCKHH)は，教育人

民委員部の活動に欠臨があるとしても，そこからどうして最高国民経済会議に技術学校を移管す
側

べきと結論する必要がでてくるのかと述べ，移管の提起を批判している。

高等技術教育施設についての対立は，最高国民経済会議の側が，管轄を移すことによって解決でき

ると考えていたのに対し，教育人民委員部の側が現行の管轄のままで、解決可能であるし，問題は管

轄にあるのではないという考えをもっていたことにある。 7月5臼の『プラウダ』でハラートフ
(49) 

(ApT. XaJlaTOB)は，クラーヴァリの高等技術教育施設のあり方の改善にq 、ての提起を分析しなが

ら移管問題以前に行trlオlf，J政対1ばならないことがあることを示した。彼によれば，クラーヴァワの提細工，

(1)生産と高等技術教育施設の関係の強化， (2)高等技術教育施設の物質的基礎の向上， (3)学生の物質的

状態の改善，それと関連した高等技術教育施設の在学期間の鎧縮で、ある。 (2)，(3)は移管によって直接

的に解決しうる問題ではないが， (1)は移管の重要な論拠になるとしている。しかし，問題の重点

は工業の中央機関に高等技術教育施設を従属させることではなく，高等技術教育を生産および企

業と結合させることであるとして，大企業への高等技術教育施設(学部およびその学科)の登録

について触れ，学生の生産実習により配慮する必要を述べた。そこで結論的に彼は，移管がそれ

自体，この問題を少しも解決するものではないと断定したので、ある。
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やはり閉じ紙面でエイジェマーン (φ. :3長J¥eMaH)とサマーリン (A. CaMapHH) は，工業の

実際の要請を充足するための専門家養成計画をもっていないこと，さらに専門家の人員確定申告

を経済諸機関が教育人民委員部に対して今までおこなってこなかったことを認めた。しかしなが

ら，教育人民委員部は計画立案作業に参加しなかったし，最高国民経済会議が「泳ぎf私る時を
待っていると，教育人民委員部の姿勢に対して不満を述べた。また彼らは，学科目が多すぎるこ

とと， (生産〕実習に高等技術教育施設の教授，指導者たちがあるべき艶慮を示していないこと

を指摘しつつ，教育人民委員部を批判し，移管によってソビエト連邦は，利益だけを得るだろう

と結んでいる。

コミンテルンの綱領問題，穀物調達問題，および新しい専門家養成の改善等について，検討

をおこなった， 1928年7月4日~同日の党中央委員会総会は，結局 6高等技術教育施設と 5テ

フニグム合連邦最高国民経済会議へ， 2高等技術教育施設を交通人民委員部へ移管することを決

議した九ょ上のような論争の基礎には，最高国民経済会議と教育人民委員部の相互不信，すなわ

ち，それぞれが相互の役割，任務を果していないと L、ぅ認識が，確聞として存在したのである。

おそらく，工場技能学校の翌1929年3月の移管決定に上述の移管決議が，大きく影響したと考え
や (52)

られるか，一応それはさておき，次に対立する両機関の潤の工場技能学校の管環，指導にかんす

る合意を分析する中で，移管について考察する。

(2) 最高寵民経済会議と教育人民委員部との合意をめぐる問題

高等技術教育施設，テブニクムの一部の移管は 7月党中央委員会総会によって決定された

が，工場技能学校の移管は，まだ決着がついていなかった。 1928/29年度の閤民経済統制l数字等

について検討し，スターリンによる「右派」攻撃が厳しくおこなわれた1928年日月の党中央委員

会総会の決議は，工場技能学校の重要性会認めながらも，より完全な作業方法を修めている熟練

労働力に対する工業の要請に，工場技能学校の活動をなおいっそう適応させることを職業教育総
(53) 

管理局と最高国民経済会議に擬起した。

この提起の基礎には，各トラスト，企業における工場技能学校の労働者養成が，それらが要

求している水準，数および職種に一致していないとLヴ状況が，存在していたので、ある。化学工

業の工場技能学校が化学労働者ではなく，旋盤工，指物工を養成していたり，金属工業でも向様

の状況で，鋳造工，ボイラー製造工，鉄工等を必要としていることがあり，またこの金属工業の

工場技能学校が金属冷賠加工の技能資格について，ほとんど要求されている技能資格含有してい
(54) 

ない労働者を養成しているとL、う現実があった。 このような不合理なことは，学校の管理機関

である教育人民委員部が，学校の付属する工場の管理部と学校レベルで、の計画上の一致，密接な

関係をもっていないことにその原因があるとされた。移管が提案され，論争がおこなわれている

時期である1927年から1928年にかけて，教育人民委員部と最高国民経済会議の間に職業技術教育

をめぐる相互関係についての合意文書が存在している。これらは商機関の職務分担を明確にした

上で学校の質的改善をおこなおうとしたものである。

第 1は『最高国民経済会議と教育人民委員i部の開の職業技術教育にかんする相互関係につい
同

ての指示J~V， (I1HCTPyKl.¥l'Ill 0 B3a削 OOTHoweHHlIXMe)l{.l!Y BCHX H HKn no JIHHHH npoφTeXHH可巴CKoro

o6pa3oBaHHll )で，ロシア共和国教育人民委員代理，ハダロープスキー，ロシア共和国最高国民経

済会議副議長，ラートチェンコ(P aJ¥'IeHKO)が署名し， 1927年4月29日付で官報に掲載されたも
品。

のである。~指示』は次のとおりである。
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F最高国民経済会議と教育人民委員部の間の職業技待機管にかんする相互関係についての指示J

最高国民経済会議と教脊人民委員部の間の職業技術教育にかんする相互関係をより正確に縫定するた

めに，以下の事業務が最高留民経済会議に属する。

1. 労働力と技術職員の質的，量的需要申告の確定。

2. 職業技術教脊施設網，そして向じく，それらのあり方全般，そこにおける専門化を共隠して確定

するために，教育人民委員部の活動に関与すること。

註: 工場技能学校網は，教育人民委良部ならびにその議機関と共同して，最高国民経済会議と

その諸機関によって確定されるO 講習会議警は，教育人民委員部ならびにその諸機関の関与の下

で，議高国民経済会議とその諸機関によって確定されるO

3. 教科プランの作成，生産教授の要自および方法の検討にかんする教育人民委員部とその諸機関の

活動への関与。

4. 生産実習の総織・実施およひ、笑習への生徒の配鐙，そして悶じく，教育施設と生産との関係の確

定についての教育人民委員部とその諸機関の活動への関与。
ソヒ三工ニト

5. 教育施設の活動(評議会および委員会)への自己の代表者を通じての関与。

6. 教育施設のための勤務員の選出への協力，とりわけ，教育施設における活動のための技師…技術

職員の協力と誘510

7. 労働者教育施設の長の候補者，および教育一生産部門のその補佐の職業教育部の事後承諾をとも

なっての経済諸機関による推薦，そしてi湾じく， 施設長によって提案される一般技術・専門科目の教師，

生産教授のインストラクターの候補者についての決定の提出。

8. 準備教育を必要とする職種の確定，検討，性格規定，および労働者教育施設における形態，教予言

期間の教育人民委員部と共同しての確定。

9 労働者教育施設における経済諸機関による専門への生徒の配霞， ，および，教育施設を共悶して

の各専門，個々の教育施設の生徒数の決定。

10.労働者教育施設のための，教育施設の代表者をひき入れての教育作業場，企業の戦場における生

産教授幾程を経済諸機関が確定すること。

11.教育人民委員部と協力して最高額民経済会議によって作成された定員規程，競準に応じて，経済

諸機関によって作成された予算にしたがっての，労働者教育施設の維持と資金供給。

設: 労働者教育施設は，当該の経済言語機関と教育人民委員部の機関に，その活動報告を送付す

るO
ソビエト

12.職業教育総管理局付属の職業教育評議会への参加。

教育人民委員代理ハダロープスキ

ロシア共和国最高国民経済会議副議長 ラートチ zンコ

これに対して，第2の「合意、j文書は，閉じ指示名で，ロシア共和国ゴスプランの案として，
信引

1928年3月に人民委員会議の裁可にかけられているものである。またこの案は，第1の「指示」をよ

り詳細に規定したという性格をもっている。
同

「指示」から「指示」案儲ける主要な変化は以下の通りである。(1)工場技能学校網の確定は，問機

関共同の下で最高国民経済会議，その諸機関によっておこなわれるとあったのが，教育人民委員

部，その諸機関の関与の下で鷲高盟民経済会議，その諸機関がおこなうとなった。協力，共同とし、うこと

が必ずしも必要でなくなり，最高国民経済会議の発言権が強まったと考えられる。 (2)工場技能学校，労働
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者教育講習会網の確定にかんするすべての問題を教育人民委員部，職業教育総管理局参与会で検討
ソビエト

ずる時には，最高国民経済会議の代表を必ず召喚しなければならなし、。 (3)教育施設の活動(評議会

および委員会)に最潟国民経済会議の諸機関の代表に加えて企業の代表も参加する。最高留民

経済会議の下佼機関ばかりでなく，企業の生産，労働を熟知している企業代表を加えることによ

って，生産，食業との結びつきの強化を意留したのである。 (4)労働者教育施設の長と補佐は

経済諸機関によって妊命される。一般技術・専門科aの教師，生産教授のインストラクターの決
定の擦に，職業教育部は経済諸機関からの当該資料の受領後 2逓間以内に承認または不承認

(不承認の場合は現出を示して)を申し出なければならない。施設長，補佐の推薦から任命と，
ソピzト

経済諸機関の役割がはっきり明文化されたので、ある。 (5)職業教育総管理局付属職業教育評議会へ

の最高国民経済会議の参加条項は削除になった。

F指示」案では全体として最高国民経済会議，経済諸機関の発言，関与が強化されたのだが，教

育人民委員部の側は IF指示」で最高閣民経済会議に与えられている諸権限をそれがし、まだに行使し

ていないことを指摘し，第2のF指示」案が両機関の相互関係についての問題を基本的に解決してい
6え

ると評価してL倍。」のような評価を教育人民委員部が与えている時に，最高国民経済会議は別

の職務分担を考えていた。教育人民委員部の説明によれば，最高国民経済会議は教脊人民委員部

の職務を以下のように定めていた。(1)教授・学校活動の方法論原理の作成，教科プラン・教授婆自

の縞成原理の作成，および理論教授と生産教授を結合させること.(2)普通教育の一般的な教授一方法
事ot

論的指導.(鈴鹿理の実現という観点から教育一学校施設の活動の観察，である。」れによると，

最高国民経済会議は，教育施設の教脊期間の決定，教科プラン・教授要自の作成，教育職員の選

定なと守の職務についての執行的権限を独占することなめざしたと判断しうる。このように，その

教育上の職務の実質的権限を狭められた教育人民委員部は，当然のことながら以上のような組織
制

問題のたて方に賛成で、きなかったので、ある。

管理問題についての転換は. 1929年 3月初日付『工場技能学校にかんする人民委員会議決
(62) 
定r"'( OOCTaHOBJJ印 He COBeTa Hapo，ll，HbIX Ko附 ccapOB 0 IlIKOJJaXφa6pHQHO司 3aBO，ll，CKOrO YQeHHQeCTBa) 
によって基本的におこった。決定は，工業諸機関への工場技能学校の移管，学校の教脊部門の全

般的指導と監督を教苦手人民委員部に残すこと，を命じ，工業諸機関と教育人民委員部諸機関の間

の職務と責任の正確な分担を共和国教育人民委員部との合意によっておこなうことを連邦最高国

民経済会議に委ねた。この決定により，経済諸機関の工場技能学校に対する責任，義務および発

言力は著しく増大した。この決定の最大のねらいは，企業の労働力の要請に最大限適応すること
信4)...

のできるような条件・状況をつくりあげることであった。カイシノーヴィチは. r工業の需要に
対して〔労働力〕供給とし、う量的な点で，工場技能学校が正確に応ずるのに適当な前提条件が教

車部
育人民委員部の諸機関にあった訳ではなし、Jと述べ，移管を肯定的に評価している。しかしなが

ら，この決定以前の段階では，教育人民委員部の側は IF指示Jf指示」案で最高国民経済会議，経

済諸機関に与えられている諸権限が行使されていないことが開題であるとし，激しい不信を表現し
唱団

ていた。

移管はただ単に管轄を移すということではなく，関係する諸機関の職務・権限がどうなるか

ということと密接に関連してしる。教育人民委員部からの強い反対(一定の合理的主張をともな

っての)にもかかわらず，移管を要求しつづけたのは，いったし、どういう訳なのであろうか。移

管についての論議をおこなった会議(人民委員会議の)で，最高国民経済会議の代表として参加

したクラーヴァ Fは，熟練労働力養成事業における重大な障害をこの事業の所轄が多すぎること
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にもとめ，単一の所轄にすることの必婆性合主張したY弘育人民委員部は，移管をおこなわずに
任務を果たすことがで、きると考えていt!払だが，最高国民経済会議は，管轄上の複雑去も解消す
ること，つまり移管によって，熟練労働力養成事業を発展させることができると判断したのであ

る。

教育人民委員部が指摘したようにIr掲示J，「指示」案にもとずいて，最高国民経済会議の側がそ

の諸権限を完全に行使していたなら，事態はかなり変化していたかもしれない。とはし、え，諸措

置の決定，実施は実際には労働力養成について大きく対立していた両機関の状況を考えるとスム

ースにはし、かなかったであろう。ここでは，両機関の対立から養成事業合大きく前進させるため

には，可能性として最高盟民経済会議に大きな役割をもたせる以外に展望はみいだせなかったの

である。

この移管がすべてにおいて前進であったわけで、はない。前述の会議でソレナチヤールスキーと

グループスカヤは，生徒である年少労働者の技能資格の向上とともに，文化的成長と意識の高揚

について配慮しなければならないと述べ (7粍れらが保障されることが必要だとした。またノレナチ

ヤーノレスキーは，クーイビィシェフ警衡についてのコメントで，審衡が労轍青年に広範な総合技術

教育とすべての規定枠の青少年に体系的な教脊を与える必要があg~述べたこと等の実施を監視
， (72)，. L ，，' ， .• _ .， ，=J-"'~ _ ， "'.1.1-，'--， _， (73) 

する任務があると述べ，またカイゾノーウィチも同様のことを指摘しとし、る。つまり，一定の生

産作業の実行者というばかりでなく，全生産過程の意識的創造者でもある熟練労働者・半熟練労

働委も養成するに欠かせない教育弘経済諸機関が，近視限的に利潤の追求を優先させるあまり，

十分におこなわないのではという疑念を打ち消すことができなかったのである。

この職務の分担が最終的に確定したのは， 1930年初めであった。 rソ連邦・連邦共和国最高
国民経済会議の諸機関と連邦共和国教育人民委員部の諸機関との開の労働者教育指導分野の職務

。部
分担にかんする規定J"(口OJJO附聞記 o pa3rpaHllQeHllHφ)'HKlI，IlII Me)!{.l¥Y opraHa聞 BCHX CCCP H 

COlO3HblX pecny6JJHK H opra問問 HapKO叩 pOCOBCOlO3HblX pecny6JJHK B 06JJaCTH PYKOBO.l¥CTBa pa60QHM 

06pa30BaHHeM) は，両機関の職務を以下のように定めた。

最高国民経済会議は，教育形態，期開および教科プラン，教授要目，教授方法，職種の性格

規定の確定(ただし教科プラン，教授要目，教授方法は，教湾人民委員部の作成した原理を基礎

にする)，さらに，学校網・生徒数の確定，教育施設の建設と設備，資金供給，行政・インスト

ラクター・教育職員の任命および解雇，行政・教育職員の養成，学校の実際的・生産的・教授上

の活動すべての産接的指導，を担当することになった。教育人民委員部は，教科プラン・教授要

自作成原浬・教授要自におけるポリフテニズムの要素の確定，生産・理論教授および教育過程組

織形態・教育職員の養成の一般的方法原理の確定，教育施設の監督・監視の実施(ただし実際的

指導への介入権はなしう，等の権限・義務を負った。

『規程』をど最終的に確定する前に，教予言人民委員部は，教育形態・期間の確定については，

教育人民委員部と共悶でおこなわなければならず，最高田氏経済会議の職務から教育・インスト

ラクター職員の養成を掠外すべきだという修正意見を提出していたがYも局それらは， r規程』
に反映されなかった。

さて，この職務分担によって工場技能学校の活動が全面的に発展することができるような基

礎を築くことができたかどうかが問題である。この点について，カレネーフスキ (H.KopeHeBcKrnp 

は，移管後にも様々な欠路が学校活動の中にあり，また経済諸機関の{剣からの教育期間の短縮に

対する強い圧~~~あることを指摘し，教育期間の短縮と「理論〔教授 J Jの削減に異議を唱える
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べきだと強調した (7斗校の設備の充実，教育職員・インストラグターの配備，資金供給などは，

移管によってただちに解決できるというものではなく，経済諸機関が本綾をいれて労働力養成に

とりくむやではじめて解決可能というものである。そうすると，最高国民会議は，移管によって

教育期間の確定，教科プラン・教授要尽の作成にかんする権限の独占を容易にすること含めざし

たといえる。連邦人民委員会議は，実費的権限を最高間民経済会議，経済諸機関に付与すること

によって，それらが工場技能学校の活動により深く，緊密にかかわり，学校の活動が全体として
側

大きく前進することを期待して移管を決定したので、ある。

設

11) 政府決定として，この後の第5罰ソ逮邦ソビエト大会は計磁を採択した。

，llHpeKTHBbl Kf1CC沼 COBeTCKorof1pasllTeJlbCTBa nO X03珂HCTBeHHblMBonpocaM 1917 - 1957 

rOAbl， T 2， 1929-1945roAbl， M.， 1957r.， c. 66-71. 

(2) 1929年11月終点で，ロシア共和国教育人民委員部参与，バンプィロブは連邦ゴスプランの五ヶ年計溺

には，第15回党大会で指議された地域別区分も，共和国別区分もないと断罪している (B.札口aH細川S;
KyJlbTypHble nHTHJleTKH ，IlX aHaJlll3 Il KpHTHKa ， H3AaHIle BTopoe nepepa60TaHHoe， M. -J1.， 1930r.， c. 

20.)。 また，ロシア共和国において， 5年間に必要とする労働者総数に占める熟練労働者の割合も，

共和国ゴスプランと教育人民委員部の40%に対し，連邦ゴスプランの60%と一致をみていない(TaM lKe， 

C. 189. )。

(3) B. H. f1aH中IlJlOa; BblUJe yKa3aHHblii， C. 188 - 189. 

補充労働者教脊制度は，生産入門講習会 (BBOAHblll KypC B npOH3BoACTBO) ， 総合技術生産講習

会 (npOIl3BOACTseHHO-nOJlIlTeXHIl4eCKHii KYpC)，労働者技術学校(pa604a匁 Tex聞明CKaHUJKOJla) ま

たは労働青年学校(凹印刷 pa604ero回目。凹eCTsa)， 高等技術教育施設 (STyけ から成り，青年・成

人労働者に夜間に教育を与えるというものであった (CM.，たに OCOSCKHii;Pa3SllTIle TeopHll 

npo中eCCIlOHaJlbHO-TeXHll町 CKoro06pa30s印刷 sCCCP 1917-1940， M.， 1980r.， c. 94-96.)0 

(4) 1929~10月 118付ソ連邦中央執行委員会・人民委員会議決定「統一工業技術教育制度の確立について』

( " 06 yCTaHOSJleHll1l eAHHO員 CIlCT印刷 HHAyCTpHaJlbHO-TeXHIl4eCKoro o6pa3osaHIlH" BKf1 ( 6) ， 

CoseTCKaH SJlaCTb， KOMCOMOJl H f1poφCO!{)3bl 0 KyJlbTypHOM cTpOHTeJlbCTSe (C60pHHK AOKYMeHTos)， 

M.， 1930r.， C. 268-273.) は，連邦を構成する各共和国に決定が定めた各々のカードル養成を提

示した。この決定は，今まで必ずしも現確ではなかった全ての工業技術労働力概念の「精確化Jをおこ

ない，それらを養成する教育施設，教育期間，資金供給等について述べている。

決定は以上のように概念分けしてL喝。

ア) 技師一一高等技術教脊を受けた生産技術指導職員であり， 2つの裂から成る。厳密に規定された

専門の生産を知悉している(普通の裂の〕技師 C3-4年の高等技術教育施設で養成〕と，一定の生

産の範囲内でこれらの生産の指導と自主的な科学研究活動のためのなおいっそう広範な技術・科学準
ラボラーント

備教育を受けた技師 [4-5年の高等技術教予言施設，技官自および実験室技手型の科学技術・研究職員

養成のための物理数学学部・工業技術学部・高等教育機関の学科で養成〕。

イ) 上級技術管理指導職員一一大企業， トラスト・シンジケートの諸部門の管理者[2 -3年の工業

アカデミー)0 

ウ) 技手一一中等技術教育を受け，厳密に規定された専門の生産を知悉し，大・中工業で一定範窃の

職場内部の活動を指導もしくは小タスターリ工業で、独立した技術指導者として働く者[3 -4年の中

等専門学校 (7年君主j学校卒業生を対象〉で養成〕。

エ) 下級技術管護軍議員一一厳密に規定された専門の生産を知悉し，技富市と技手の指導下で働く者C2 
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~3 年の職業技術学校(7年生学校卒業生を対象〉で養成〕。

オ〉 熟練労働者一一一定の生産作業の独立した夜接遂行者。以下の3つの裂に分けられる。①綴織者

としての機能をもっ上級技能資格労働者(班長，組立工等) ，②j二・中級技能資格の万能タイプの労

働者(小鍛冶L 施繰工等)， ③分答目された作業をおこなう労働者く木綿紡績工，織物女工等) C 2 ~ 

3年の工場技能学校(ふつう 7年秘学校卒業生を対象)で養成〕。

この他に小・ダスターヲ工業の勤務員養成のための 2~3 年の初等職業技術学校 (4 年部学校卒業生

を対象)，補充労働者教育，通信教育を想定しているO

(5) WecTHa，l¥L(aTa匁 KOH中ep印刷沼 BKn(め CTeHorpaφlHeCKHHoneT， NI.， 1962r.， c. 212. 

(6) コーサレフは，中央労働研究所が次のような待問配分で養成していると述べている。

養成される労働者 会教育待問数 理論教授時間数

小鍛冶工 6 1 7 4 5 (7.3%) 

据 付 工 6 2 2 5 3 (8.5%) 

tお 物 工 6 1 3 4 6 (7.5%) 

鉄 工 9 2 7 4 3 (4.6%) 

事巨紡機工 4 5 7 6 (1.3予告〕

精紡機工 457 6 ( 1. 3 %) 

(TaM lKe， c. 213. ) 

(7) A. PblKOB; "φa63aB刊一 OCHOBHaH中Op削口O，l¥rOTOBKHHOBoro pa60町 rO¥ )lUl3Hbpa60明 HWKOJIbl， 

1929r.， No.lO， c. 5. 

(8) c. r aiiCl空間閉まさ日p06JIeMa Ka4eCTBa HOBoro pa604ero¥)l(H3Hb pa604eii w印刷， 1930r.， No. 

4， c， 4. 

(9) "n匁TIlJIεTKa pa604ero 06pa30BaHIl匁)l(即日bpa604e詰凶KOλbl，1929r.， No. 3-4， c. 5. 

労働者の教育程度と熟練(技能資格)との関係は必ずしも単純に対応するものではないが，当時の著

名な経済学者ストノレミーリン (c.r. CTpyMHJIHH) は， 1918年のプチロフ工場の小鍛冶工の教育程度

と熟練についての関係を以下のように示した。

学校 (教育〕 形態 教青年数侍 人 数 熟練労働者の割合締

普通教育

1.文 富 。 4 0 6 4.0 

2. 読み警きのできる者一学校米終了者 1 1 6 9 7 1. 1 

3. 教会付属学校等 2 2 0 7 1. 9 

4. 2学級の農村および都市学校 3 322 7 2.5 

5. 3学級の郡学校等 4 3 5 7 2.8 

6. 4学級の都市学校，その他 5 3 5 7 7.2 

7. 4学級以上の学級 6年以上 2 8 1. 0 

H 専門教育(技術・手工業学校〕

上初等学校 5 4 2 6 8.3 

2. 中等学校 7 3 2 8 3.3 

3. 成人高等講習会等 5 1 0 0.0 

(C. r. CTpyMH必HH; np06JIeMbI SKOHOMHKIl Tpy，l¥a， M.， 1957r.， c. 89. ) 
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同 "CHCTeM a pa60'lero 06pa30B創刊問問 3a.n.a'lllno.n.rOTOBKll pa60'leli 印刷ぬ3Hb pa60'leli 

出KOJlbI，1929r.， N0.7， c. 9 

住吉 M. KanJlyH; COIJ，HaJlHCTH'IeCKall pa叫凶OHaJlH3aIJ，H匁 阿 pa60可ee 06pa30BaHHe， M.， 1928r.， c. 37. 

M TaM lKe， C. 40. 

4事 TaM lKe， C. 40~4 1. 

(l~ TaM lKe， C. 41~42. 

駐車 TaM lKe， C. 50. 

崎 TaM lKe， C. 51.電球製造の最高技能資格は6等級とされている( c. 51. )。

締 官主球製造の大部分の作業を自動機械はおこなうとされている。これとあわせて主主援の半田づけの機械

化により，労働生産性は5倍化し，製品の質も向上したそうである (TaMlKe， C. 2. )。
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帥 F労働者学校の生活J誌だけでも数多くあげられるoA.λyHa日 pCKllli; 11 P aIJ，HOHaJlll3aIJ，HlI II pa60鴨匁

WKOJla "， Nu 2， 11 B bInHCKa H3 npOTO問団地 8/41 3ace.n.a闘を兄 npe3H.n.HyMa KOJlJler即日apKOMnpocaOT 

21 中eBpaλ1I 1928 ro.n.a "， No， 3， A. JlyHa'lapcKHli; 11 BalKHeliwHe BonpOCbI no.n.rOTOBKll pa60'le詰

E 目削JlbI N阪0.5丸， 旬 BOCIロ開11瑚HTa剖叩E符me K闘a.n.p仰OB (K 悶ToraM vm c'e叫3.11.焔aBJλIKCM) 
O 中似a6匂p沼別z苛m問t叩O一3a相BO且CKOM Y可問eH問t世協H可明eCTBe B ryμC'、e人!¥N除0.6. (以上 1928 年〉
同 繊維工業における副工長は，技術・線織面の監督者である。紡績職場では，管理・組織面で指導員一

班長，技術面で調整工一班長として働く者であった (C. KaJlMbIKOB II JlMHTpHeB; 11 CllCTeMa 

no.n.rOTOBKll pa60'leli CHJlbl B TeKCTHJlbHOli npOMbl悶JleHHOCTll"， )l{n3Hb pa60'le呂田KOJlbl，1930r.， N0.8， 

c. 7J。
また，ここでいう指導員とは，それぞれの援や労働者に月間生産財政計磁指数を伝達し，斑の仕事の

合理的組織に資任をもち，その直接的指導者であり，機械の破損を修理工に伝え，斑に半製品や補助材

料を時宜に適して供給し，製品の質と量に責任を負うものとされている ( TaM皿e，c. 7. )。

帥 M.KanJlyH; yKa3. C. 52. 

官時 B. H. OaH中路λOB;yKa3. C. 175. 

担割 11 113 同 THJl府間 BCHXCCCP "， )l{n3貼 pa60明詰凹KOJlbl，1929r.， No. 3-4， c. 112. しかし，この

表には誤様等により正確さが欠けていると怒われるので，他の表を参考にしつつ，その箇所を変更した0

0ゆ 3.お06pOB; KBaJlllφHKaIJ，H匁 Hy'le6a pa60'le!i MOJlo.n.elKll， M. -Jl.， 1927 r.， c. 12. 

(24) TaM lKe. 

僻 M. KanJlyH; yKa3. C. 54. 

側 TaM lKe， C. 71. また，クループスカヤも，機械を操作するオベレーター，すなわち半熟練労働者

が，非常に短期間に，しばしば2週間で養成されていることを指摘している (H. K. KpyncKall; "。
間BOM Tl'lIle pa6o'lero"， Oe.n.arOrH'IeCKHe CO'lHHeHll兄， T. 4， c. 170. )。

問教育人民委員部の教育期間短縮の反対については，撒稿「ソ逮邦における工場技能学校の発展と職業

技術教育原理の前進J (北海道大学教育学部紀婆，第36号〕を参照されたい。

自国 H. K. KpyncKa匁 "0HOBOM THne pa6o'lero"， c. 170. 

(29) A. JlyHa 'IapcKllli; "PaIJ，HOHaJlll3a IJ，H沼 Hpaoo'la兄凹KOJla c. 5. また，ノレナチャーノレスキーは，ソ

連邦の生産量の社会主義的合理化の利益，革命とソ連邦の社会主義建設の利益が，労働者を機械のみじめ

な付属物にする非常に狭い専門へのある一定の訓練に労働者の全面的教育をとってかえる試みにできる

限りたたかうことを要求していると述べた("KaKall山印刷 Hy班Hapa60明詰 MOJlo.n.elKll 出t訟a町叩x

K H叩OBO詰 1悶E沼山1

0骨 OCHOB酎剖E沼ibleBonpOCbl Tpy.n.a H 06pa3o怠剖a“m間兄 pa6o'lef首 MOJlO且el班K間《惜続， M.， 1929r人し. 4. 
。訪日TOpO昌 BcepOCCH誼CKHItCもe3.n.p. K. C. M.， CTeHorpaφH'IeCKH首 OT'IeT，M.-Jl.， 1924r.， c.173. 

棚 TaM誕e.



86 教育学習配婆第42号

(33) TpeTH詰 BcepoccHHCKHH Coe3，ll PKCM， CTeHorpaφ沼4ecKlIi1OT4eT.， M.-J1.， 1926r.， c. 279. 

(34) TpeTb匁 BcepOCCHilcKa兄 KOHφepeHI.¥lIi1PKCM， CTeHorpa中1I4ecKlIi1OTQeT， M. -J1， ， 1929r.， c， 70. 

(35) )1. l3y，llHHK; 11 Hpo6J1eMa Bocnpo旧 BO，llCTBapa604ei1 ClIJlbl B MeTaJlJlOnpOMbl出λeHHOCTHn， nO，llrOTOBa 

KBaJlll中HUlIpOBaHHoilpa604e詞 CHJlbl，M.， 1926r.， c. 99. 

側 13opb6a 3a pa60QHe Ka，llpbl， M. -J1.. 1928r.， c. 37. 

自国 モスクワの大工場では，中央労働研究所講習会の卒業生が自動工作機械につく分言請された作業にとど

まっているのに対し，工場技能学校の卒業生は，高熟練織穫の労働をおこないながら 1~ 2 年後に 7~

8等級を獲得しているということも述べられてし、る(TaM耳に〉。

側 この問題について祭者は， rソ遼邦における工場技能学校の発展と職業技術教育原理の前進(北海道
大学教育学部紀奨第36号).86-87ベージで，移管によって労働力養成事業が前進したとL、う評備を下

したが，さらに詳細に検討した結来，これを訂正すべきと考えるようになった。以下，新たな評価をお

こないたし、。

(39) A， H. BeCeJlOB; HpoφeCCHOHaJlbHO-TeXHHQeCKOe o6pa3oBa即日 BCCCP， M.. 1961r.. c. 213. 

(4時 Sheila Fi tzpatrick ; Education and Social Mobil i ty in the Soviet Union 1921 

1934， Cambridge University Press， 1979， p. 123. 

倒 この会議は，連邦最高国民経済会議が召集し，最高額民経済会議諸機関，ロシア共和国教脊人民委員

部，ウクライナ共和!護教育人民委員部，高等教育機関，個々のトラスト，巨大食業の代表，約300人が

出席した (HpaB，lla，28 C印叩6pll1927r.， c. 3. )。

(42) Hpa怠，lla，29 ceHT兄6pη1927r .， c. 3. 

同 教育人民委員部の側は，最高国民経済会議が昨年，化学技術者の不足を指摘し，今日，その過剰を指

摘していることは，工業の見積り方法の未完成を示しているのであり，多くの法律によって工業機関に

職業技術教育の指導に関与する権利が与えられているが，彼らは権利を十分に行使していないと述べ，

経済諸機関の側に問題があることな指婚している (TaMlKe. )。

凶 彼らの批判は，教育人民教育部が工業にとって必要な教育施設〈繊維大学〉を閉鎖しようとしたこと

や，工業の需要に配慮せず，その需要申告な遂行しなかったことにむけられた (TaMlKe. )。

綿 TaMlKe. 

(46) 下斗米伸夫氏は，労作「ソビエト政治と労働総合一一ネップ期政治史序説-.!l (東京大学出級会，

1982年〉において，政治史研究の立場から，最高国民経済会議，労働組合，教育人民委員部，コムソモ

ーノレ等の年少労働者の規定粋，熟練労働者養成にかかわる主張を詳細に分析している。とりわけ第3章

第4節2の「労働力養成論争Jを参照されたい。

経7) KOMCOMOJlbCKa兄 HpaBAa，21 an抑制 1928r.，c. 6. ここでは工場技能学校でなく高等技術教育施

設について述べているが，論議の性格としては同ーのものであり，また工場技能学校の移管に高等技術

教育施設，テフニグム等の移管が与えた影響が大きいと考えられるので，高等技術教育施設の移管論議

をとりあげた。

(4時 またノ、夕、ローアスキーは， r…合理化した後のガラス工場で，総首のガラスびんが8カベイクでなく
58カベイクであることから，工場を最高国民経済会議の管轄から徐外する必要があると誰も結論するつ

もりはなしづ ( TaM軍e.) と述べ，同様に教育人民委員部管轄下の教育施設の活動に稜々の欠陥があ

っても，移管とL、ぅ結論を下すべきではないと主張した。

繍 ハラートフが教育人民委員部に所属する者かどうかは明らかでないoHpaB，lla， 5沼田川 1928r.， c，3 

5骨 TaM軍e.

(5]) KHCC B pe30Jl的立問XH perne日目先xCoe3，llOB， K OH中epeH明日詰 H nJleHyMoB UK， T.4，M.， 1970r.， c. 

115. フィッツパトリッグによれば，第1関投票で移管に反対する者が2/3であったが， (ノレイコフ

は反対，スターリンは賛成)，妥協的提案 (6高等技術教育施設， 5テフニクムを連邦最高箇民経済会
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議に実験的措援として移管する〕についての投票では，移管反対が少数派であったという(Shei 1a 

Fitzpatrick; ibid. p. 129.)。
倒 1928年 7月党中央委員会総会終了箆後の 7月13日に，スターリンは，党レニングラード組織活動家会

議における報告 Fソ連邦共産党(ボ〕中央委員会7月総会の総結果についてJ 合おこない，その中で，

工業の要求せと満たす，新しい技術インテリゲンチアの養成という護婆な任務を教脊人民委員部は，果た

すことができなかったと述べ，教育人民委員部を批判した。また， i生産との結びつきが少なく，不活

発で保守的な教育人民委員部が，近い将来に，この任務を処理できるだろうと予想する根拠を，われわ

れはもたないJ (スターリン全集刊行会訳 IFスターリン全条~ ， 第11巻，大月議広子U，1953年， 241ベ

ジ)と述べたことを考慮するならば， 1928年秋以降の「右派jの中央レベル，各地方組織レベルでの

数北が進行していった状況にあっては，労働力養成事業，工場技能学校の移管についての論議は，緩め

て教育人民委員部に不利であったろう O

(53) Kf1CC B pe30JllOUHHX II p e出ellH兄X 四 e3.ll.0B，即時epeH削 iiII oJleHyMos UK，T. 4， c. 141. 

(54) 3. Bo6pos; yKa3. C. 12. 

(55) Bopb6a 3a pa60411e Kai1Pbl， C. 69-71. 

開 ロシア共和国教育人民委員部 F週報dl (ElKe問i1eJlbHHK) 第17号に掲載と記してある。

間 Bopb6a3a pa60四 eKMPbl， c. 65 -66. 

5時 TaM lKe， c. 60. 

6場 TaM lKe. 

師団 TaM lKe， C. 58-59. 

師自 T aM lKe， c. 59. 

側双旧日bpa60町註U1KOJlbl，1929r.，胤 5，c. 81. 

(的 経済諸機関(x03opraHbl)ではなく，工業諸機関 (opraHblOpOMbU1J1eHHocTll)と決定ではなっている

が，向じものを指していると考えられる。
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(ω 決定は，一定の生産上の専門に対応する年少労働者の養成を中心的な任務と規定した ()!{H3Hbpa60q e詰

U1KOJlbl， 1929r.， Na5， c. 81. )。

担割 c. ra昌C続出聞可 "Pa6oqeeo6pa3osaHHe H HOSble中OpMblpyKOSOi1CTSa "， )f(H3Hb pa60町員出KO品 1，

1929r.， ~ね 6 ， c. 3. 

綱決定がねらったことをガイシノーヴィチは3点にまとめているO つまり， 11)学校の物質的・財政的基

盤の強化， (2)学校規程のしかるべき法律上の調整， (3)企業・トラストの管理者に労働力養成事業に対す

る十分な支任を課すことである(TaM蹴.)。 これらは IF指示』および、「指示J案で明確に規定されている

ものであり，経済諸機関の側ぷ，学校の設備，インストラクタ一等を十分に保障し，資金供給をおこな

えば解決する問題と筆者は考えるO

相骨 KOMCOMOJlbCKa兄 f1paSi1a， 12 MapTa 1929r.， c. 2. 

師団 おopb6a3a pa60QHe Kai1pbl， C. 60. 

側 ガイシノーヴィチは，商機関の意見の一致を涼烈とすることが停滞(諸方策の実施)を長びかせるこ

とを意味していると述べ (C. ra詰刊行OBHQ; "p a60Qee o6pa3osaHHe H HOSble中OpMblpyKOSOi1CTSa " ， 

c. 4. )，今までの雨機関の意見の不一致がもたらした不合理を指橋したo

(70) KOMCOMOJlbCKa匁f1paBi1a，12 MapTa 1929r.， c. 2. 

(7U C. r allCllHOBHQ; yKa3. C. 7. 

問 " A. B. JlyHaQapCKH語 onHCbMe T. Kyii6bUllesa "， )f(1l3出 pa60明日出KOJlbl，1929r.， No.6， c. 13. 

またノレナチャーノレスキーは，実際の管理が最高国民経済会議に移行し，教育人民委員部には全般的な教

育上の監督しか残されていないことを，教育人民委員部は，けっして嘆かないとも述べている。

。事 c.ra詰CllHOSllQ;yKa3. C. 12. 
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同 "BceM fJlIlBHblM yn抑制eml閥， npe~Ce~aTe JlHM TpeCTOB 沼 ~HpeKTopaM npe~np附THìl "， )l(H3Hb pa60可e註

立IKO品 .1，1929r， No.5， c. 4. 

同 }五回出 pa60三日H凹KOJlbl，1930r.. No.1， c. 59~60. この「規程』の発効隠は不明であるが， "f10JlO-

lKeHHe 0 pa3rpaHH4eHllH φyHKUH誼 Me lK~y BCHX H HKflpocoM B 06 Jl aCT沼 nO~fOTOBKH pa604e誼 CHJlbl'日

<<3a HH且yCTpHaJlH3a拭沼田)> OT 16/n 1930 r. と F労働者学校の生温~ (1930王手，第4号， 54ベージ)

誌に記載されているのをみると，名称は完全に同一で‘はないが，同じものと考えられ，そうすると 1930年2

月中旬以前に承認されたものであろう O

(76) )l(H3Hb pa60可eillIJKOλbl， 1929r.， N且7，c. 77. 

間 H. KopeHeBcKH詰出 QCHOBenO~HTeXHH3Ma B φ3y刊， Ka~pbl COUHaJlHCTH4ecKoi1 npOMbl凹 JIeHHOCTH，

1931r.， Ni且4，c. 43. 

(78) TaM蹴 e.

間 前年の1928年7月の党中央委員会総会で高等技術教育施設，テフニタムの一部の移管が決定されたこ

とは，たとえ実験的措置というもので、あっても，翌1929年3月の工場技能学校の移管に反対する芦に大

きな打撃となったで、あろう O まして， 1928年夏以降のブハーリン， トムスキー，ノレイコフらいわゆる

「右派」に対する鑓争が激しくおこなわれ「右派」が敗北していった政治状況にあっては，高等技術教

育施設の移管問題で彼らの一部と共同行動をとった教育人民委員部の立場は，態、く，移管反対が「右派」

的発想と把握されていたであろう(これについては，フィッツパトリックの官官掲:議， P.127~135. を参

照されたしう。

耳工場技能学校の再繍

1. 労働力需婆の増大と工場技能学校の建設

若守二の高等技術教育施設とテフニグムの最高国民経済会議，交通人民委員部への移管を決定

した党中央委員会総会 (1928年 7月〉は，専門家養成事業が芳しくなく，また養成施設も工

業と有機的に結びついてはおらず，工業の要請およびその発展のテンポに適合していないことを

指摘したJ向様に，党中央委員会11月総会 (1928年〉も，工場技能学校の活動を工業の熟練
労働力需要になおいっそう接近させることな必要として，喝門家のみならず熟練労働力レベルの

労働力養成事業もまた，至急、，改善が必要で、あることを示した。

五ヶ年計画における工業投資問l億ループリのうち， 1929年には34億ノレーァjも:投下された。
水力発電所，重化学工業コンビナ一人新工場の建設，さらに旧工場の改造をおこないながら，

最高額民経済会議は，それらに必要な労働者の養成も計爾化していった。当初の計甑の統制数字

は，基本的に現行企業の労働者の補充を中心としていたものであるので，新たな養成計画を作成

しなければならなかった。連邦最高国民経済会議幹部会は，労{動力需要について以下のように提

起した。

袋一 1 技能資格別労(動力需要(単位千人)
(5) 

技能資格 1929/3昨 1930/31年 1931/'32年 193ル/33年 計

上・中級技能資格労働者 5 0.8 7 2.6 7 1. 5 82.7 2 7 7.6 

大衆的技能資格労働者 90.0 1 36.3 1 37.6 1 5 9.3 524.2 

百十 1 4 1. 8 208.9 2 0 9. 1 2 4 2.0 80 1.8 

一一一一一一一一
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表-2 最高国民経済会議による工場(大衆的職種)技能学校の生徒数・卒業者数の計画
(単位千人)(6)

1929/30年 1930/31年 1931/32年 1932/33年 計
教育施設

定員 卒業 定員 卒業 定員 卒業 定員 卒業 定員 卒業

工場技能学校 62.2 20.9 66.4 22. 7 70.9 24.5 76.1 26.0 94.1 

大衆的職種技能学校 41. 5 17.6 44.2 18.9 47.3 19.8 50.8 21. 2 77.5 

首十 103.7 38.5 110.6 41. 6 118.2 44.3 126.9 47.2 171. 6 

必要とする労働者を上・中級技能資格労働者，大衆的技能資格労働者に分け，さらに4年

間に工場技能学校が前者を 194，600人，大衆的職種技能学校が後者を 231，000人養成すること

としたfお初の計画(表ーのでは，幹部会の提起よりも，上・中級技能資格労働者 10ω∞人，
大衆的職種技能資格労働者 153，500人が不足する。 この間題を解決するためには生徒定員を拡大

すること，養成期間を短縮することが考えられる。かくて，最高国民経済会議は1930年 l月の補
(8) 

充募集によって 57，000人，生徒数を増大させることを決定した。
(9) 

1930年 l月11日付連邦人民委員会議決定『新工場に熟練労働力を確保する計画について』

(OOJJaHe 06従前哨H日51 HOBbIX 3aBO，llOB KBaJlllφHU)1poBa即時 pa60'leii CHJlOii )は，工場技能学校，大

衆的職種技能学校網の拡大と建設を指示した。さらに第16閉党大会 0930年 6-7月)も，この
品 在日

ことの重要性を強調し， I年少者からの熟練労働者養成の基本的形感Jとし寸評簡を工場技能学

校に与え，その建設を促した。しかし，その建設の状況は必ずしも計画通り順調ではなかった。

むしろ，計画から大幅に建設テンポが遅れ，再三にわたり各企業連合に建設の促進を最高間民経

済会議等が指示した程で、あった。 1930年10月5日付最高国民経済会議幹部会決定1453号， rI929/30 

年度における工場技能学校建設計画の遂行について』は， 23企業連合での129校の建踏十画のうち

29校しか完成してはおらず， 25校は建設に着手もされていないことを指摘し，このままでは秋の

募集 175，000人の確保は非常に閤難になるとして，企業連合，経済諸機関，各企業に建設活動に
似

十分な注意を払い， i直ちに活動に着手することを課した。また， 1931年秋に連邦人民委員会議付

属〔建設〕遂行委員会は，その決定 (9月4日付)で大工場の建設二狂者が工場技能学校建設に

配慮を示さないため，計画の遂行度がはなはだ{尽くなっていることを示した。ニジェゴーロト自

動車工場，マグニタゴールスク建設の学校建設責任者は，いまだにまったく建設に着手してはお

らず，チェリャーピンスク・トラクター工場の建設責任者は， 7月にやっと着手しだしたという

状況で、あったY年際に委員会が調査した 3つの企業連合〈全連邦自動率・トラクター工業企業連
合，東部製鋼，全連邦化学工業企業連合〉の建設状況は，計画から非常にたち遅れていた月れ

らの原因は，企業連合が建設資材フォンドを各企業に配分していなかったり，建設指導をまった

くおこなわなかったことにもとめることがで、きる月931年同月まで、の建設計画遂行をみても，い

まだに状況が著しく悪いと言える。 10月 1日まで93%の遂行予定に対して，各企業連合の平均は
帥

50.3 % (技術設備の配備も含めて)であった。とはし、うものの，資料の関係上， 1932年， 1933年

の建設状況を示すことができないが，決定 l年後の1931年 8月， 9月の達成度をみると，着実に
制

前進していることが環解される。このような結果として以下のような学校数，生徒数の増加がみ

られた。
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署長一3 工場技能学校絹の拡大(年度初めの数値)

1 9 2 9年

120，300 

憎
また1930年には職業学校のかなりの部分がテフニクム，工場技能学校に改組され， ~~1931/32 

同
年度には廃止になり"1932年はじめまでにクスターリ工業と芸術教育の数十の職業学校が残って

いただけで、あった。似たれ故，工場技能学校は，年少者から熟練労働者を養成する最も主要な施設

としての位置を獲得したのである。そして， 1930年代に入り教育期間の短縮も進行していった。

義一4 工場技能学校の教育期間の変化
担。

生 徒 数

教育期間 1927/28年 1929/30年 1 930/3 1年

生徒数 % 徒数 % 生徒数 受づ

1 年 3，500 1.1 

2 15，000 22.1 26，600 23.0 126，4 0 0 365 

3 46，000 67.8 79，500 68.8 216，000 62.5 

4 年 6，900 10. 1 9，500 8.2 

67，900 100.0 115，600 100.0 345，900 100.0 

平均伸 2.88 2.85 2.61 

4を解説したソ連邦ゴスプランの統計資料は， 1931年度で平均2‘5年， 1932年度 2.2-2. 3 

にならなければならないと述べ，①最短期間に国民経済に労働力を保障する必要，②入学者の普

通総合技術的基礎の向上の結果，短期間の養成が可能になったことがこの傾向に反映していると

した。倒普通総合技術的基礎が向上した結果，短期間の養成が可能になったということは，工場技

能学校が 7年昔話学校の卒業生を入学適格者としていたにもかかわらず，実際にはそれ以下の教育

程度の者が入学してきたため，必然的に7年制学校程度の教育を与えねばならなかったが，教育

程度が向上してきたので，その必要がなくなり，したがって教育期開の短縮が可能になったとい

うことである。

教育期間の短縮傾向は，労働者のタイプにおいて， IB来の工場技能学校が養成していた万能

的な労働者が生産の技術的変化 専門化およびオベレーターの増加に関連して相対的に減少し，

逆に大衆的職種労働者が増大することを示すものでもある O 学校の経済諸機関への移管によって

企業の発言権，決定権が強まったことも，この傾向を促進させた要因になっているだろう。
僻

また1930年代初めには，上級技能資格労働者の養成をテブニクムが実際にはおこなっていた

ということと，万能的労働者の相対的減少，大衆的職種労働者の増大とを考えあわせると工場技

能学校のいわば「大衆的職種技能学校」化がこの時期におこっていたといえよう。由民教育体系

の中で，工場技能学校は中等教育施設としての佼置を獲得してゆくのである。 1930年4月の第2

回全連邦国民教育党会議は， 17才未満の者の義務的な普通・総合技術教育の実施とL、う党綱領の

実現への第 1段階として中等職業教育施設(工場技能学校，テブニグム，職業学校〉の発展と総
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合技術協決議した。会議の総括と関連した文化建設の緊急の課題について党中央委員会は，全

ての工場技能学校網を 7年制学校の上に構築するために，労働者地区，工業都市での義務的な普

通7年制教育の実施に1930/31年度から着手し，中等科学校の第2階梯 (8，9学年)をテブニ

グムに再編することを決定した。そして，全ての職業教育制度は，最小限の普通教育，総合技術
(2児

教育を保揮しなければならないとしT、-0 の決議，決定は， 17才未満の者のための義務・普通・

総合技術教育の実施とL、う党綱領を民望しつつ，労働者カードルの養成とし、う現実的要素を基礎

にした上で，工場技能学校にも中等教脊施設のーっとして最小限の普通教育，総合技術教育を課

したので、ある。党会議に参加した教育関係者および党中央委員会の工場技能学校認識は，普通教

脊的，総合技術教育的要素を保持し，拡大することが党綱領の路線へ近づけることになるという

ものであったと考えられる。しかし，工場技能学校の管理者である最高田民経済会議，経済諸機

関は，一定の技能資格をもった労働者をできる探り短期間に養成することを希望していたのであ

り，上述のものとはその認識を異にしていたので、ある。工場技能学校への要請が強まれば強まる程，

国民教育制度の一施設であり，また工業計画に組み入れられている施設でもある工場技能学校は，

経済諸機関への移管後，ますます矛盾の集中した存在になってゆく。

. 2. 工場技能学校の活動をめぐる諸問題

五ヶ年計画の労働力養成における工場技能学校の役割は高まってきたが，学校の教育活動は，

必ずしも，それに一致して向上していったわけではなかった。 1933年4月に党モスクワ市委員会

ビューローは，工場技能学校での養成の質がf尽く，時間と資金の支出に対応しておらず，卒業時

に4等級と認定された卒業者が生産現場では 2等級以上ではないという例をひき，工場技能学校

の活動に大きな問題点，欠陥があることを指擁した。信号して，それらの原因を， (l)企業の側から

の学校の技術的，教育的設備の充足が不十分であること(たとえば，かなりの数の学校が万力だ

けしかもっておらず，それ故に低い技能資格の仕上工しか養成できないでいる)，間企業，職場

における生徒の不十分で，統制のない生産活動， (3)教育職員，インストラクター職員の選定の不

ト分なこと， (4)企業の労働状況の変化を考癒しない学校指導，にもとめている。叫ムソモールの

指導的活動家のザハーロフ(B. 3axapoB)も，卒業生のかなりの部分 (30-40%)が，班長からは

じまり職場長におわる指揮技術労働に急速に移っていき，残りの者たちも生産現場での上級技能

資格労働に携わっており，また社会一政治活動，企業の生産活動においても卒業生が大きな役割
お(2~

を果していることを述へ，十校の役割，成果な認めているものの，種々の重大な欠簡をもってい

ることをも指摘した。

それらは以下の通りである。第 lに，質的な点で学校は社会主義工業の要求からおくれてい

る。つまり，国民経済複興期以来，技術設備，施設への資金投下を基礎にした，新しい形態の労

働と生産の組議長対応するように学校の教育が組織されねばならないにもかかわらず，学校はそ

の技術的基礎をもっていないために， I日い技術的基礎で，また装備，設備の貧弱な教育作業場で

生産教授，生産活動をおこなっているのである。このような状況の下では，要請に応えられない

のは当然で、あろう。この点では，党モスクワ市委員会ビューローも1933年 4月の決定『モスクワ

の工場技能学校生の中での活動について~ ( 0 pa60Te cpe.lU!φa63aByQHHKOB MOCKBbl)において，か

なりの数の工場技能学校は万力しかもっておらず，それ故に低い技能資格の仕上工だけしか養成

することができないのであると，企業の側からの技術設備，教育設備の保障がまったく不十分な

ことを指摘している。鳴2に，旧来のままの専門の労働者を養成している工場技能学校は基幹的
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な労働者，新しい専門の労働者の養成を十分にはおこなっていなかった。例として次のような労

働者をはなはだ少数しか養成していないとした。機械製作一様々な専門の調整工，据付工，電気

熔接工，フライスエ，石炭工業一採掘機の操作者，建設一建設機械取扱者。第3には，学校は労

働者に提起されている新しい要求に応える十分で体系的な普通教育的知識，生産一技術的知識を

与えていない。これはおそらく，新しい専門のために必要な教育がおこなわれていないことを指

していると考えられるが，入学者の普通教育水準が必ずしも 7年制学校卒程度でないため，また

その水準も多様で、あるため，この実現は当初から大きな鴎難をかかえていたといえる。

以上のような指摘以外にも，いくつか問題点をあげることができる。生産教授にかんして，

学校の教育作業場での実習が相当の比重を市め，企業の職場での実習が少ないため，現実の食業

における生産活動から学校の生産教授はおくれたとっているとしづ問題であるO 連邦最高由民経

済会議カードル局は，以下の 4つの理由により教育作業場が大工業企業のおくれた付属物で、ある

としている。(1)作業場は恒常的修浬を必要とする旧式で，貧弱な設備しかもっていない。 (2)作業

場の生産要鱗は，その性格にかんして企業の生産と非常に相違しており，作業場の倍別的な需要

を充足するための小さな工具や様々な細工品の製作，または当該の生産の基幹的な生産物のあま

り重要でない部分の一部を担うことを内容としている。 (3)作業場の生産は，学校の教育的諜題に

必ずしも応えるというものではない，その展望と綿密な生産計画にしたがって労働する可能性を

奪うような場あたり的な注文に基礎を量いている。凶作業場の生産綴織は，企業の生産組織から

著しくおくれている。この原因は作業場の物質的保障が弱いこと，計画性が不十分なこと，作業

場の勤務員の中で熟練した技師や技手が不足していることである。これらの好ましからぬ要国が

作業場の技術的・教育的活動の組織の弱さを決定しているf訟育作業場のこのような状況から，
初歩的な生産的習熟を作業場で習得させ，その後に食業の職場で生産教援を夜接おこなうように

するという，生産教授の重点の作業場から職場への移行の主説:で、てくる。

しかしながら，教育作業場とちがって，現行の職場における生産教授には問題ないかといえ

ば，けっしてそうとはし、えない。職場での生産活動(生産教授〉のための一定の要目がなかった

り，生産活動を指導するインストラクターがいなかったりしたので、あるY主徒の技能資格安向上
させるように職場の生産教授を組織しなければならないのであるが，生徒たちは職場において頻

繁に補助労働につかわれてい♂いう状態があった。これらの問題を解決するためには，生産教

授のための教科プラン，教授要因の作成(生徒の技能資格の向上を保障するような) ，インスト

ラクターの配備，職場内での生徒の仕事場の篠保等が必要であった。

理論教授も同様に種々の問題をど抱えていた。ソ連邦共~党(ボ)中央委員会決定『初等・中
信号

等学校について 0931年 8月15日付)， r初等・中等学校における教授要目と活動基準につい
て』閉初年8月15日付〉の精神である，教科の科学的で系統的な教授の実現，教授要自の改善，

教育方法の改善等の指示は，工場技能学校のあり方に大きな影響を与えた。

コムソモールのザハーロフは，工場技能学校の主要な課題合 9年制学校程度の基本教科(数

・物理・化学・社会科) ，自己の生産・近接する生産にかんする一般技術科目と専門科目の知
~1)~_. I ~4Fl_-+-<- ..L.<..-; 

識を与えることとみなしていた。また中等教育施設としてこの学校をどみなしているので，上記の

決定の発表後，高等教育機関進学志願者の補充の源泉としての位置は高まってゆくのである。ω
ソビエトの職業技術教育史家ヴェセローフも陪様に工場技能学校を位置づけ， r32年決定』

が指摘した「学校の根本的な欠陥」は，工場技能学校にも関連しており，このことの主要な原因

を， (1)し、くつかの科目の教授要呂がなかったり，それらの質が低かったりすること， (2)学校活動
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の方法における「左翼」空想的計画の立案(し、わゆる「班の自由集団前進システムJ.教育過程

の実験班的な組織形態等の採用) . (3)教育人民委員部と経済諸機関の側からの学校指導の弱さ，
邸時

(4)学校における規律の弱ざ，としている。教授要自についてはどのようで島ったろうか。物理，化

学，生物等のような科目は，しばしば7年制学校の教材をくり返したり，体系なしに科学の個々

の断片を引き抜いたりしている。たとえば，ブレーキ工場の学校では，物理の「音響Jの篇は，

ブレーキ製造にとって音響理論を知る必要はないとの名目でまったく除かれた。生徒の唯物論的

役界感の形成にとって大きな意義をもってし、る科学としての生物学は，今日まで多くの学校では

一般的になかった。 4生予備j学校と 7年制学校を基礎とした社会科の!日い要目では，歴史主義の要

素は非常に弱く，そしてまったく体系的でない。母国語と文学にかんしても，多くの学校では文

法の学習に重点がおかれ，その他の学校では文学だけが腫習されている。これらのことは，工場

技能学校の教授要自の問題を正確にたてることを余儀なくさせていま生ヴェセローフは結論する。

これらの問題点は. r32年決定』が指掃したものと軌をーにするものであり，これらの決定が初

.中等学校を対象にしたものであることを考慮してみると，教科プラン，教授要自の整鋸の点

で比較的充実していた初等，中等学校がし、まだに種々の欠陥をもっているという状況であるので

工場技能学校におけるこの面の活動は，なおさら厳しいものであったことは容易に理解すること

ができょう。

箆論と実践との結合という点では，教授要日および教科プランの作成，組織化における問題

点がある。入学した生徒は直ちに生産教授に着手するのであるが，その生産で使用する専門の基

本的用具，材料等を，後の2学年ーや 3学年で理論的に学ぶことになる。その時には生徒はもう興

味をおこさなくなっている。それは生徒が生産においてそれらを知っているからである。これら

の断絶てど感じながら，若二子の学校は l学期に「生産入門Jセミナールをおこなっている。また製

図の学習はおこなわれているのであるが，大多数の学校で、は生産教授のために機能していないこ
制

とも指摘されている。

工場技能学校の活動は，著しい前進，成果は認められるものの，既に指摘されてきたような

様々な問題点を内包していた。これらの問題が解決されないままの状態で存在し，入学者数の減

少としづ事情が加わる中で.1933年に工場技能学校の性格の変化が生じるのである。

. 3. 1933年工場技能学校改革

(1) ソ連邦重工業人民委員都銀程 f工場技能学校について」

ソ連邦重工業人民委員部は.1932年8月10日付規程『工場技能学校についてj (口OJlOlKeHlle

o UJ.KOJ附加6pII'IHO-3aBO，l¥CKOrOy'leHlI'leCTBa HK T n) 合同人民委員代理ピャタコープ初日TaKOB) 名

で発表した。規程は. r工場技能学校は職業一総合技術学校であり，一般・専門的生産技能，政
治的知識や専門一技術的知識を有している，また自己の専門で生産的に労働し，技術，労働と生

産の組織のあらゆる変化を急速に習得することができる技術的に熟練し多面的に発達した労働者
仰

を養成するjと学校を性格づけた。

工場技能学校を，年少者から熟練労働者を養成する基本的形態を定めたが，規程は急速に変

化しつつある生産を理解し，それに適応しうるだけの教養をどもった多面的に発達した労働者の養

成をめざした。それ放に学校を単なる職業技術学校ではなく r職業一総合技術学校」としたの
であった。この「職業一総合技術学校」とL、う用語は，レーニンの『教育人民委員部の活動につ

/一社主
いてJの中の f一般総合技術教育から職業一総合技術教育への移仔J"lc由来していると考えられ
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る。理念的には党綱領12条8項 117才以上の者のために，一般総合技術的知識と結びつけて，職
(4品

業教育を広く発展させることJから求めることができょう。レーニンは，一時的に職業教脊開始

年齢を17才から15才にひきさげざるをえない状況であっても，この原則は貫かれなければならな

いと考えたのである。ところで，総合技術的知識と結合した職業教育とは如何なるものであろう

か。レーニンと共に総合技術教育について検討し，その理念を発展させたとみなされているクル

ープスカヤの言及について触れよう。総合技術学校では「重点が労働過程の埋解，理論と実践を

一つに結合する能力の発達，既知の諸現象の相互依存性を理解する能力におかれているが，他方，

職業学校では重点が生徒に労働技能宏獲得させることに移ってl¥，り，そして，大工業の本性が
常に変化する生産の諸条件に適応、できる型の専門家を必要とするために，すくなくとも大工業を

(46) 
抱える部門では， 1職業学校においてもますます技能の教授一学習に総合技術的基礎が入り」こ

みだしているとする。ここでクループスカヤは，総合技術教育の職業学校における重要性の増大
仰

を指摘している。彼女の職業学校観は， 1技能者ど身につけること，それがすべてJということに

あらわれている。つまり職業学校は，道具，ないし機械を操作し，材料等を加工，製品化する際

に必要な技能等を形成することを最重点とし，大工業が要求する労働者の養成に応えきれない教

育施設と見なしたのである。だからこそ，普通教育科目の拡大とそれらをできる限り深く位置づ

けること，担長術学，力学，化学の知識を「技能jの他に生徒に与えま主いう主張の妥当性がでて

くる。

あらゆる労働の教授一学習は，職業的性格を帯びることもできるし，総合技術的性格を帯び

ることもできるとし，彼女は裁縫の教授…学習を例にあげる。均一の厚みの綿入れをつくったり，

ボタン穴かがりを教えることはできるが，それは手職の教授一学習である。閉じ生産過程におい

ても様々な材料によって異った道ゑが必要で、あること(モスリンとラシャでは縫う針が違うこと，

皮は大針で縫うこと等〉が子どもに明らかになるように教授一学習を組むことができる。またミ

シン縫いでも，車輸の回転のさせ方，ボビンケースのはめ方等だけを教えることもできるし，

シン縫いをミシンそのものの学習や類似の機械の学習と結びつけることもできるO これらは総合

技術的な教授一学習であるだろうとする。

以上のクループスカヤの指摘から，職業学校における技能の教授一学習は，手工的な習熟ば

かりでなく，それぞれの専門の技術学的，物理学的，化学的解明，さらに国民経済の中でのそれ

らの位置を学習することも必要なこととして提起されたのである。工場技能学校の「職業一総合

技術学校jとし寸重工業人民委員部の規程は，このような意味での工場技能学校の改革方向を示

したものであった。

また規程は，多面的な発達と工場技能学校の卒業生の適当な高等教育機関への進学を保障す

るのに必要な量の総合技術的，普通教育的，一般技術的，専門一技術的知識を生徒に結える理論

教越生生産教授とあわせておこなうとしている。高等教育機関への進学を保障する教育を与える

ということは，先の第2回全連邦国民教脊党会議における決議一一中等科学校第2階梯のテフニ

クムへの改組，信弘ょび1930年7月25日の党中央委員会決定 全職業教育制度において最小限の

一般教育的，総合技術的知識を保欝すること，サこよってラプブアークを除く高等教育機関への準

備教育施設としてのテブニグム，工場技能学校の近接化が生じたが故に，この規程で提起された

と考えられる。学校の入学基準は7年制学校卒業程度(一時的には4，5，6年も入学可能〕で
(53) 

あり，教育期間は2年(複雑な専門の場合2.5年)とされた。

この規程は，工場技能学校を高等教脊機関への進学を保揮し，また熟練労働者を養成する教
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育施設と定めた。理念としてみるならば，非常に興味深いものであるが，工場技能学校のこう

した理念は.1933年になってからでなく，この時点でもはや現実とのかかわりにおいて矛盾を内

包していたのであり，鵠弱だったので、ある。すなわち，入学基準とした 7年制学校卒業生は全体

からすると少数であり，叫れ放に高等教育機関への進学の保障ということも全体としては容易で

はなかったのである。また，工場技能学校における総合技術教育の実現といっても，機械制大工

業の技術的基礎・構造の解明という点では，物理，化学，技術学等の一定水準の学習がその基礎

になっていなければならないものであり，初等・中等学校における科学的で体系的な普通教育は

その前提条件である。そのような一定水準の普通教育に基礎づけられた生産の学習は，必ずしも

工場技能学校の養成職種の学習にとって必要不可欠で、あった訳で、はない。中級技能資格労働者，

大衆的職種技能資格労働者の養成に必要な教育と， 32年規程の 1職業ー総合技術学校jが与える教

育との間には，少なからぬギャップがあると考えられるのである。このように32年規程の理念は，

現実とのかかわりにおいて，十分に検証されていたというのではなく，きわめて不安定なもので

あり，現実によってはじめて検証され，その過程で変更，修正されて定着するものであった。

(2) ソ逮邦中央執行委員会・人民委員会議決定 F工場技能学校について」
倒

ソ連邦中央執行委員会，人民委員会議は.1933年9月15日に決定『工場技能学校について』

(0 WKOJIaXφa6p削HO抑制BO~CKoro y明日間eCTBa)を公布した。決定は工場技能学校が五ヶ年計画の時

期に工業と運輸部門に50万人以上の熟練労働者を供給してきたものの多くの欠陥があり，教育期

間が過度に長すぎ，単純な専門と複雑な専門の教育期間が伺ーであったり，基本的な専門を犠牧

にして近接の科目を詰め込みすぎ 若干の技能資格の労働者の養成は需要を超える規模でおこな

われていることを指捕し，最も重要な欠陥は卒業生が生産にとどまるのでなく，ラプフアーク，

テフニグム，高等教育機関に進学してしまうことであると現状への不満を表現した。さらに労観

者措級の文化水準の向上，主要工業中心地における 7年制普通初等総合技術教育の実現，および

拡範に発展した職業技術教育網は，工場技能学校の根本的改造と短期の教育期間で，大衆的専門

の熟練労働者をど養成する厳格に表現された職業学校に工場技能学校を変えるための条件をつくっ

たとして，以下のことを定めた。

(1)卒業生のテクエタム，高等教育機関，高等技術教育施設への進学を禁止し，卒業生に3年以上生

産に従事することを義務づけるo (2)教育期間を大衆的専門の熟練労働者養成のため 2年から6カ

月に短縮する(最も熟練した労働者群のためには 1年)0 (針金教授期間の80%を専門の工作機械

での教育にあて，残りを専門および関連の理論教授にあてるように教科プラン，教授要尽を1933

年10月 1日までに作成しなおすことを全ての経済人民委員部に義務づける。 (4)専門的な学校教育

を必要としない部分の労動者(鋲締工，ボール盤工，板縁取工等)と長い準備教育と多くの長い

実擦上の経験を必要とする部門の労働者(工作機械と自動機械の調整工，タービン発動機運転者，
(56) 

化学実験助手，たて坑挺進夫，木綿工業の全職場の副工長等〉の養成を中止する。
高官

この決定は.1933年8月16日付重工業人民委員部指令『工場技能学校の改造についてr(第
734号，索引 211)とその精神において開ーのものである。これらの決定，指令は，生産に必要

な労働者の量とその貿(技能資格)を確保する上で工場技能学校を早急に改革しなければならな

いとしづ意図をもっていたが，それと関連する指摘を1933年の 4月に党モスクワ市委員会ビュー

ローは既におこなっていた。委員会ビューローの学校の労働力養成活動の問題点に関する指摘に

ついては既に述べたが，学校の労働力養成計画の杜撰さ〈一つの部門での小鍛冶工の過剰，その

他の部門での電工建築工，大工の不足)(58:教育期間の園-Jもも委員会ピ、ユーローは改善すベ
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き点としてあげ、ている。しかしながら，委員会ビュー Pーのこの指摘からは教育期間の専門に応

じた変更ないし短縮，労働力養成計画等への経済諸機関のj注意の強化，関連団体・諸機関(労

働組合，党組織，コムソモール組織等)の活動の活発化・改選九どはで、てくるものの，養成職種

を大衆的職種にし，テフニクム・高等教脊機関への進学を停止するとし、う措蜜は，直接的には結

論されない。

このようなことが明確になるには，この年の 5月ないし6月を待たねばならない。重工業人

民委員部教育施設管理部の労働者カードル養成の直接的指導者，ヴェスブラーント(A. Bec6JIaHT ) 

は，部の機関誌『工業委員のためにJ< 3a npOMblWJIeHHble KaJ¥pbl';;> ， 1933年 5-6号に論文 f発
展する工場技能教育jを発表した。ヴェスブラーントは，第 lに工場技能学校の職業一総合技術

アト ム 担立ア
学校と L、う性格を正真正銘の職業学校に変えなけれはならない」とについて述べた。具体的には

普通教育科自の全教脊時間に占める比率を低めること，理論教授と生産教授の比率について後者

を高めること，高等教育機関等への進学を停止することである。後の解釈によれば，普通教育科

目が全理論教授の65%(最高)を占めているのは 7年制学校の卒業生が少なく，したがって質が

低いことに帰国している。ここからは 7年制学校卒業生の工場技能学校への大量入学が実現す

れば，普通教育科目の占める比率の低下は可能としづ論理がでてくる。実際， I国民教育制度の

発展・強化，真に総合技術的な学校の建設Y弘、ぅ現実を，工場技能学校の活動の根本的改造を
余儀なくさせる要因としてあげている。

高等教育機関への進学については，最近まで普通教育学校体系の中に 8，9学年，および10

学年がなかったこと，邸宅年制学校の活動の質が低かっ t!~ とが 7年制学校を基礎にした工場技
能学校にテフニクム，高等技術教育施設への進学のための教育を志向させたとしている。ま

校の卒業生の生産への定着は悪く， 1932年の資料では，重工業人民委員部の高等技術教育施設，

テブニクムに採用された者の35~ぢが工場技能学校の卒業生であるとしづ O この事実は，以下の 2

つのことをものがたっているとする。 (1)工場技能学校も企業も，卒楽生の生産への定着のための

鴎争をおこなっていない。地)一定部分の生徒のなかで，学校を高等教育機関への独特の段階とみ

なす傾向がある。したがって普通教育学校体系が充実してきたが放に，生産への定着を強掴にす

るために，進学の停止を必要と考えたので‘あろう。

第2にヴェスブラーントは，教育期間を短縮し，養成職種をど大衆的職種に限定することを提

起した。教育期間の短縮は， 7年合計j学校の普通教育と総合技術教育の充実により，理論・生産教

授とも時間を削減することが可能になったということで、ある。括主成織種を大衆的職種峨定する

ことは，組織的一調整的機能をもった上級技能資格労働者の技能が生産における直接的な労働過

程でもっぱら習得されるのであって，学校教脊とL、う形態では著しく習得が困難であるというこ

とから，上級技能資格労働者を養成を除外する，そして学校教育としづ形態では 3-4等級の大

衆的技能資格労働者を養成することが可能で、ぁ洗いうことから提起されたのである。

ヴェスブラーントのこの論文の指擁および提起は， 8月の重工業人民委員部指令， 9月のソ

連邦中央執行委員会・人民委員会議決定にそのままの反映をみる。指令および決定公布後，それ
ー 臨時

を支持する論調が高まってきた。それらの基本論旨は，ヴェスブフーントと間ーである。また

教育人民委員部とともに工場技能学校の窮極的な後援者であるコムソモール指導部もその論調を

変えていった。コムソモール中央委員のレーシチネル (M.J1e開問p)は， 1933年8月25白の工場

技能学校モスクワチ11協議会における報告で，工場技能学校の現段階の根本的な欠陥は， r工場技
側

能学校の卒業生が生産に定蒼しなしづことであり，そしてそれが労働青年の自然的な学習志向に
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布団
よってだけが説明がつくものではないと述べた。問題は「偽りのJポリテブニズムに熱中し，生

徒に近援の専門や基幹的作業についての数多くの作業の学習を詰めこんでいる中に，実際の仕事
的

場を得るための技能や知識をわずかしか工場技能学校が与えていないことにあるとする。それ放

に卒業委員会によって定められた高い賃金等級をしばしば形式的に得ている卒業生が生産に従事

した時に，その労働に不十分にしか準備教育されていないことが判明し，そして低い賃金でしば

らく学習するか，ラプブアーク，テフニクムなどの教育施設へ進学するため生産を去るかを余儀
仰

なくされるとしづ O レーシチネノレは，生徒の間での不健康な気分，生産からの生徒の離脱を促進

するあらゆる条件を根絶することの必要性を強調した。しかしその擦に，学協の継続のために，

生産においてすべての必要な条件をつくらねばならなJをとも述べた。
ところでレーシチネルは，実際の労{動で生徒によって応用されないような法則や科学的原理

の学習を学校でおこなうべきでないとし，普通教育科目.すなわち，社会，関語，生物，化学，
何

物理，数学等を教科プランから除くことの必要をも訴えている。このことは，彼のポザテフニズ

ム理解から帰結するのであろうが，党綱領の 117才以上の者のために，一般総合技術的知識と結

びつけて，職業教育を広く発展させることl払精神とは著しい垂離合感じさせる。間
同じくコムソモールの指導的活動家ザノ、一口フは 1931年の論文の工場技能学校の総合技術

化について述べた箇所で，生産教授の要自に当該生産の近接部分の学習を導入する必要があり，

一つの当該の専門ではなく，当該生産全般または職場の生産組織技術の学習にかんする問題なたてる
仰

ことは，工場技能学校のなおいっそうの総合技術化という点で大きな一歩であると考えていた。

高等教育機関等への進学に必要な9年制学校程度の教育を与えることと工場技能学校の総合技術

化のま堅持率を同じコムソモール指導部のレーシチネノレは， 1933年8月指令公布前に，否定したので、あ

る。

1933年の改革の性格を解明するために， 8月指令， 9月決定，さらにそれについての論調

(上述した)について検討してみよう。※

同
※ ソビ、ニ乙トの研究では，アソープスキーの研究が，この33年改革について比較的詳縮に検討しているO

彼によれば，多くの著者たち(ヴヱセロープ，ゼレーンコ，シカラターン，その他)は，決定で与えられ

た立論，すなわち，教育期間が過度に長いこと O 教予言期間が専門の違いをこえて一定であること。教科プ

ランに普通教育科目が詰め込まれすぎていること，テフニクムや高等教予言機関での学習に卒業さ色が，生産
問ー

にとどまらずに進んでしまうこと等を繰り返しているが， r突は本当の原因はもっと深いところにあるJ
とぎう。それらの主要きなものは，第l次大戦・内戦の持代に生れた青年が労働年鈴に入り始めたという人

口構成状況の怒化の下で，熟練労働者が非常に不足していたとL、う事情であるO これは学校〔普通教育)， 

テブニクム，工場技能学校の定員確保宏著しく図難にし，また青年を十分に生産主に送り出すことができな

かったことに反映もした。このような状況の下で，期限前(早期の)卒業という方法で、生産への青年の供

給を増大させ，問時に教育期間の短縮により収容能力を増大させる必要があらわれたとする。しかしなが
制

ら，彼は仮説の正当さをど裏づける論誌をおこなっていないと筆者は考えるO また，彼は，この改革に影響

を与えた婆閣の中に，中等学校の課題の変化，高等教育機関へむけてのその方向転換，生徒の労働・総合
(8持

技術準備教育問題の研究からの漸次的逸脱を含めるべきだとも述べている。 さらに，アソープスキー
糊

は， 1933年決定でとられた措置が経済上「正当Jであり， r一時的性格jだと評偏している。彼は，それ
らの猪置の「正当さjを認めているためなのか，決定で指摘されていることの吟味をおこなっていなし、。

措置の評価は，これらの吟味を含めて決定すべきものと思われる。
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第 lに決定が改革の条件としてあげている労働者階級の文化水準の向上， 主要中心地に

おける 7年制普通総合技術教育の実現等は，教育期間の短縮，普通教育科目の削減，近接す

る専門の学習の停止のための前提となっている。約言すれば 7年制学校卒業生の工場技能学校

入学者比率が圧倒的多数になっているかどうかとしづ問題である。 7年制学校卒業生が大多数を

占めている状況かといえば，全体的に入学者の教育水準は向上しているものの，不満足な状態に

あった(表 5参照〉。

表-5 重工業人民委員部工場技能学校の入学者教育水準(%)
信母

|教エ

1 934年
1930年 1931年 1932i手 1933年 1934年

春の募集 秋の募集

4 年 5 9. 1 4 4.1 3 6. 6 1UO  2.5) 1 0.6 6. 0 

5-6年 8. 0 3 3. 5 3 8. 7 5 O.l( 4 7.5) 5 9. 7 7 1. 0 5 3. 4 

? 年 2 8.9 1 9. 1 1 8.5 38町1C1 5.6) 3 O. 0 2 3. 0 3 5. 4 

その他 4. 0 3. 3 6. 2 一( 4.4) 1 1. 6 

一一一一

表-5によれば1933年 1年間で7年制学校卒業生が38.15杉であり，春の募集での比率は更に

低かったで、あろうし，指令および決定の時点で工場技能学校がほぼ7年制学校の上に位置づくと

いう認識を指令・決定立案者達はもっていなかったと考えられる。実際に1933年秋の募集結果は，

部門によって 7年制学校卒業生の市める比率が大きな差異をみせた。建設9%，採鉱13.4%から

精密機械工業総管理局69%，ソ連邦勤力経済総管浬局62%，非鉄冶金工業総管理局63%までとい

う状況である。担弘通教育水準の向上の内実は，入学者の教育水準の全般的な高揚にもかかわらず

7年制学校を完全な基礎として工場技能学校があったのではない，ということなのである。

第2は，テブニグム，高等教育機関への進学を停止占することについてである。これらの教育

施設への進学は，生産への生徒の定着を態くしている原因の一つにあげられている。確かに生産
制

への定着の悪さは，重大な問題として看過できないものであるが，あまりにそれだけとり出して

強調したという感をまぬがれなL、。定着の悪いことは，卒業生を採用する工場の管理部の活動の

問題も大きいのである。つまり，仕事場や工作機械を保障しないこと，不正確な労働力需要計画
闘

のため余分な労働力が養成されること，さらに技能資格や専門に応じた仕事で、なく雑役夫として

働いているこ島どが現実におこなわれていたのであり，この点の改善を賃金・福利厚生等の待

遇向上とあわせてまず第一におこなうことが重要であったので、ある。

ところで，コムソモールのザハーロブは， 1931年秋の段簡で連邦最高国民経済会議管轄の高

等教育機関の全入学者の435ちが，生産から離れずに学習しているえきであり(製鉄-565ぢ，機械製

作-42.6%，電気工学-46.5%，化学…52.55ぢ，建設-60%)， 1932年には平均して45%以上に
師団

なり，その後もこの比率は増大しそうなことを指摘し，高等教育機関へつらなる教育を擁護した。

また1933年には生産から離れない形態の教育施設の学生数は大きな発展をみている。このように

生産から離れない形態での学習は発展する方向にあり，決定的な矛盾とはみうけられない。しか

しながら，生産への定着の悪いことが，学校で厳密で計画的な生産教授がおこなわれていないこ

とや，学校の設備・教育スタップが不十分であること等に帰闘しており，それらの改善をまず第

一に重要だと考えなかったので、あれば，進学の停止 3年閤の義務的就労，普通教育の大幅な削
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減とL、う措置は，経済諸機関にとって，当然の措置であっただろう。

表-6 生産から離れない形態の教育施設の学生・生徒数の変化(重工業人民委員部)
(90) 

高等技術教育施設 ア フ 一 ク ム ラプファーグ

A B 辻百倒 A B d百紛 A 8 dE倒
193がf.10月18 59，9∞ 2，槌3 4.3 43，566 7，903 18. 1 

193訴手 7月18 58，300 15，155 20.7 27，507 11， 518 29.5 31， 182 52， 737 62.8' 

1933年 l月18 93，380 39，953 30.0 74，792 44，412 37.3 28，546 75，091 78.2 

A 生産から離れた形態 B 生産から離れない形態

第3は，養成職種を大衆的職種に限定したことについてである。 7年制学校，工場7年制学
(9目、

校の卒業生を工場技能学校の入学者とするのならば， r後は短期間の専門的訓練だけ」が必要と
(92) 

いう主張が可能なのかもしれない。しかし現実は，そうなっていないのであって，教育期拐を短

縮して大衆的技能資格労働者を養成するということは，そう簡単に論理的必然として導きだせな

い。大衆的技能資格労働者の絶対的・相対的な需要の増大額向から隈定したのであろうが，そう

した際には伺らかの代替措置が必要なのであるO アソーアスキーは，これについて教育期間の大
師連4

幅な鰹縮とともに，問題点として指摘してしι。実際に1933年7月の段階で，冶金工業と石炭工
業に1933年度の中級技能資格労働者需要のほとんどを工場技能学校が充足することが求められて
捌

いたの補充労働者教育制度や各種講習会による，いわゆる生産から離れない形態での養成が問時

的に発展している状況で，これらへ，また生産現場で、の直接的養成へ重点がむかったのかもしれ

ない。しかし，それにかかわった指示等は見うけられない。

第4は，工場技能学校における職業一総合技術教育，なかんす事く総合技術化ということの理

解をめぐってである。重工業人民委員部の32年規程の精神は，ロシア共和国教育人民委員部が，

1931年に提示した 7年制学校を基礎とする 2年制の工場技能学校用統一教科プランに反映してい
紡)

表-7 工場技能学校統一教科プラン る。理論教授と生産教授の

普通教脊・総合技術科g 時間数 専門科 目

社 iヱ3〉Z、 科 240 労働組織

ロシア語・文学 150 関 戸寸UーF 

数 戸寸idd与 210 門

物 理 240 
職業衛生
および安全技術

化 ρ寸uー与 85 

物 7 5 

外 国 苦ロ2口王 105 

体 育 120 

軍 事 教 練 1 2 Q 

1， 3 4 5 

理論教授の合計

生産教授の合計

総 計

側)

時時数

575 

575 

1，920 

1，920 

3，840 

比率は 1，理論教授に

おける普通・総合技術教育

科目の割合は705ぢであり大

きい。決定の言う「基本的

専門を犠牲にして近接科自

が教科プランに詰め込まれ
(仰

すぎているJということか

ら，基本的専門の技能資格

の習得が困難になっている

とL、う認識は開題があると

判断せざるさどえない。要請

される技能資格を確保する

ことができないのは，近接

科目の学習の量の多さに問

題があるのではなく，まず
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最初にその技能資格の習得の方法，構造，および技術スタッフ，技術設備等の不足にかかわって

いるのではないだろうか。

レーシチネルの「偽りの」ボリテフニズムについての指摘も，批判すべき点、をそうでない点

とあわせて批判したのである。 32年規程が必要としている「多頭的に発達した労働者J9~成のた
めの普通教育と近接・関係部門の学習は，理念的に否定してはならないのである。しかし，この

ような労働者の養成に必要な条件ができていたのかといえば，そうではなく極めて閤難な状況で

あったと考えられる。また工場技能学校で、それらの労働者養成がいったし、可能であるのかという

問題もある。 1932年にクループスカヤは，工場技能学校の総合技術化にかかわって教育人民委員
担割

部. I国家学術審議会教育科学局はとりわけ，この学校の和、合技術イとを主張したJが，それは必

ずしも実践において実施されなかったと述べている。この学校を含めたすべての民衆学校を総合

技術化の社会主義的水準にひきあげるための前提を，クループスカヤは，総合技術化の物質的基
日倒

礎に依拠しながらの「学習の普通教育的側部の向上，教授法の改善Jに求めている。この点での

弱点を工場技能学校はもっていたので、ある。 32年規程の理念は，全体としては後になっても

すべきものであるが，計画経済にあって，重工業化を中心とした工業化の下で、大量の労働力(と

りわけ大衆的職種の)を必要とした事情において，変更を余儀なくされたのであって，理念その

ものが杏定されるべきものではなかったのである。 1933年改革を推進した者たちが，それを否定

すべきものと評価したのであれば I経済的利益」を優先させたとみなされてもいたしかたない

のである。

以上 4点について改革を33年決定を中心に検討してきた。決定が指摘した点は，必ずしも

十分説得的ではなく.32年規模の枠内で処理できたものとも考えられる。それで、はなぜそうした

方向をとらなかったのかということになる。決定が最大の欠陥と指摘したのは，生産への卒業生

の定着の悪さであった。すなわち必要とする労働者の最的(もちろん質をともなった〉確保が問

題だったのである。 1931年.1932年を通して工場技能学校の入学者募集事業は，計画通りにはし、

かず，学校によっては惨櫓たる状況を呈していた。

1931年度の募集は，罰民経済全体で70万人，最高間民経済会議で35万人の予定で、あったブ}2

月 7月および10月に募集をおこなったものの 2月13万人を採用したが 7月7.3万人に対し

4.38万人(計画の60%). 10月の採用は期間を延長したにもかかわらず18.7万人に対し15万人を

採用したという状況であり，全体で沼38万人で，予定に満たなかっ741宮た同様に1932年の募集

も芳しくなかった。とりわけ秋の募集がひどく，一連の学校では，予定の35-45%しか採用する

ことができず，採用がままならないので計画を変更する学校もあった様である。
003
とのような

状況にあって 7年制学校卒業程度を入学条件としていた学校で 3-4年程度に水準をおとしてゆ

く傾向も観察される(;04)7年制学校の卒業生が少ないのは，卒業生の大多数がテフニクムに進学し
<lQ5) 

てしまうので3-4年の程度にひき下げて採用している地域もあった。工場技能学校の活動状況

が悪い中で 7年告u学校を卒業した者が設備もよくスタップも備わっているテフユクムに進学す
ることは，容易に理解することができる。

このように工場技能学校の採用が悪い状況の中で，また入職年令に該当する者が減少しつつ

あることを判断して，急、ぎしかるべき措置をとらなければならないと1933年改革の立案・推進者

は考えたのであろう。現に1930年の都市での15-17才の年少者数は 182.77万人.1931年 172.7万
jfωで、あり，出生率の低下傾向洋らに高等教育機関，ラプブアーク，テフニクム，普通教育学
校締の増大により，工場技能学校の採用状況も厳しいものになっていた。
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さて，以上のように1933年改革について検討してみると， 1933年の党合同総会の提起した労
(08) 

働生産性の向上〈工業で14%) ，生産費の削減(工業で 3.9 ~的に応えることも含め，労働者の

技能資格の変化館向に裏づけられつつ，教育期間の短縮等により工場技能学校の供給能力を高め，

そして需要にこたえようとしたことがわかる。この1933年改革は，ソビエト社会主義建設の過程

において，工場技能学校が，初等・中等普通教育施設の質的，量的充実につれて，普通教育を与

えるとL、ぅ在務を巣し終え，量的にも衰退するという意味で，まさに過渡的な教育施設であったこと

を示した改革で、あった。と同時に， r教育的観点jからみると諸々の問題をも残した改革であった。
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(8) TaM >I<e， C. 5. 

(9) 0 Ky.nbTypHOM CTpOHTe.nbCTBe， M.， 1930r.， c. 324-327. 

同 Kncc B pe30.n回目白匁XH pe山 eHHHXCbe3J10B， KOH中er削l.¥HHH n.neHyMoB llK， T.， 4， c. 442. 

帥 3anpOMbI山.neHHbleKaJ1pbI， M.， 1930r.， No.2， c. 90-91. 

M TaM >I<e， 1931r.， No. 9-10， c. 69. 

帥全連邦化学工業会業連合の1931年 1- 7 月の計画は51~ちの達成度であった。 1931年の要綱によれば，

1年間で9校を建設しなければならなかったが 2校が完成間近， 3校が建設を開始したばかり， 4校

はまだ着手されていないという有様てあった(TaM蹴.)。東部製鋼の状況も 7校の建設予定のうち，

2校が完成校が建設潟始，そして残り 4校がまだ着手されていないというものであった (TaM耳e，

c. 71. )。

紳東部製鋼では月別の計爾，および責任者の選定をおこなわなかった (TaM>I<e，c.71.)o 

M TaM >I<e， NO.11-12， c.118. 

在母 TaM >I<e. 

制 1928， 29， 30， 31年度は①， 32， 33年度は②によった。① lleHTpa.nbHoe ynpaB.nel世間同POJ1HO-

X03匁ilCTBeHHoroyqeTa rocnλaHa CCCP， CeKTop KaJ1pOB， Ky.nbTypbI H HayKH; nOJ1rOTOBKa K3J1pOB B 

CCCP 1927-1931rr.， M.一人， 1933r.， c.12-13.④ lleHTpa.nbHoe ynpaB.neHHe HapOJ1HO-

X03HilcTBeHHoro y可eTarOcn.naHa CCCP， CeKTop yqeTa KaJ1pOB， Ky.nbTypbI H HayKH; nOJ1rOTOBKa 

KaJ1pOB B CCCP， B b回YCKs，M.-J1.， 1934r.， c. 11. 

(1a II eHTpa.nbHoe ynp3B.neHI，e HapOJ1HO-X03冗ilCTBeHHoroyqeTa rOcn.naHa CCCP， CeKTop Ka.n.POB， 
Ky.nbTypbI H HayKH; nOJ1rOTOBKa KaJ1pOB B CCCP 1927 -1931 rr.， c. 12. 

息脅 TaM >I<e， c. 13. 

倒 TaM蹴， c. 12. 

倒 TaM>I<e， c.32. 

(22) TaM >I<(!. 

(23) HOBble KaJ1pbI TH>I<e.no詰 npOMbI凹.neHHOCT駁(1930-1933)，c. 104. 
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(24) BTOpOe BCeC0103HOe rrapT沼詰HoeCOBemaHHe 110 HapoAHoMy 06pa30BaHIDO， M.一λ.，1931 r. ， c. 294. 

目出 TaM}!{e， c. 324. 

側日OCTaHOBJI四 HHUI1K 凶 CHKCCCP H伽 pOMrK BKn(6) 0 lI1KOJIaxφ3y H 0 pa60Te cpeAH 

中a63aBy4HHKOBMOCKBbl， M.， 1933r.， C.， 8. 

担司 TaM }!{e， c. 8~9. 

白骨 B. 3axapoB; " 3a Ka4eCTBeHHoe yJIy4111eHHe出 KOJI φ3y "， IOHblH KOMMyHHCT， 1931r.， No.16…17， 

c. 35. 

側 新しい労働，生産の組織をザハーロブは以下のように把握したo a)手労働，不熟練・半熟練労働の

排i徐，そして機械化〈採掘機，王子炉の充棋の機械化，鋳造の機械化等)の下での労働によるそれの代替。

b)万能工の熟練職種の労働の分割と専門化，そしてオベレーター労働者の狭く専門化された半熟練労

働および据付工，調整工，調節工，その他の高熟練労働によるそれらの労働の代替。c)半熟練労働者，

すなわち自動機械(機械製作工業における自動機械，自動織機等〕の導入の下でのオベレーターの労働

の部分的排徐。 d)労働者の多くの個人的な実際の経験を基礎にした半クスターリ的，半手工業的労働

から，科学的原理の上にたてられ，高度な知識一一複雑な装思総合機械の操作のための，そして最も複

雑な測定・調整機器およびその他(たとえば王子炉，熔鉱炉，高圧炉〔ボイラ-J ，タービン，分解蒸瀦，

分塊圧延等における測定機器〉の使用のためのーを必要とする労働への移行。 e)生産の改造と合理化

によってひきおこされる生産の技術と組織における頻繁な変化。それらと関連しての労働の技術的方法

と習熟の頻繁な変転。多くの技術的知識の必要。新しい生産の開発，新しい総合機械の始動，最新の技

術の習得等へのますます多くなる労働最の集中。f)社会主義競争と突撃運動の広範な発展。生産の組

織化，発明行為，研究活動，計画立案等への労働者の多数の参加。 (TaM}!{e， c. 36~37.) 

。母 nOCTaHOBJIeHHlIUI1 K H C H K CCCP H 6J的pOM r K B K n ( 6) 0 lI1KOJIaXφ3Y H 0 pa60Te cpeAH 

中a63aBy刊出OBMOCKBbl， C. 8. 決定のこの指摘は卒業の際に学校で4等級と技能認定されたえ雪が，生

産現場では2等級より上でないとし、う若手態を，し、かに説明すべきなのかということをうけたものである。

自由 BCHX CeKTop KaApos; 04epeAHble 3aAa可沼山KO♂ φ3Y，M.， 1931 rリ c. 17. 

(32) A. BeCeJIOB; "φa63aBy可 HarryT河xpeKoHcTpyKL¥HH "， HapoAHblii y可HTeJIb，1932r.， No.9，ι25. 

B. 3axapoB; yKa3. C. 38. 

(33) BCHX CeKTop KaApoB; yKa3. C. 18. 

担4l A. BeCeJIOB; yKa3. C. 27. 

闘 HapOAHoe06pa30BaHHe B CCCP， C60pHHK AOKyHeHToB 1917-1973rr.， M.， 1974r.， c. 156~160. 

(紛 TaM}!{e， c. 161~164. 

自百 B. 3axapoB yK a3. c. 40 

。却 さらに，ザノ、ーロフは，工場技能学校が9年制学校に対してよりも多くの優位伎をもっているとした。

①もっとも重姿な社会的に必要なスタップおよび政治スタップの保障，②もっとも技術的に知悉した人

間の育成，③環論的にも実践的にも生産を知っている人間の育成，という点、である (B. 3axapos; 

yKa3. C. 40.)。

側 A. BeCeJIOB; yKa3. C. 22. 工業カードノレ科学研究所は，改造期の工場技能学校の教授一学習方法

に最もふさわしい方法として「援の自由集間前進システムJ (cHcTeMa cB060AHoro KOJIJIeKTHBHoro 

rrpOA聞 }!{eHHlI6pHraAa)を提起した。このシステムは，授業の形態としてのグラスを廃止し，そのかわ

りに専門に応、じた 4~5 人の労働者貨がつくられ，理論・生産教授でも，社会・政治活動でも涯は単一

というものである (M. BecKHH; "CHcTeMa cB060AHoro KOJIJIeKTHBHoro rrpo且間車問問 6pHraAa"， 

Ka.且pblCOL¥HaJIHCTH4eCKO誼 rrpOMbIlI1JIeHHOCTH，1931r.， N且2~ 3， c. 9.)。このシステムを含めた教授

一学習方法については， J]1jの機会に検討したい。

白骨 A. BeCeJIOB; yKa3. C. 23. 
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柱。 H. KopeHeBCI団員"06 OCHOBax nOJIIlTeXHIl3Ma Bφ3  Y "， KailPbl COl¥llaJIIlCT日4eCKO詫 npOMbl凹JleHHOCTH，

1931r.， No.4， c. 43. 

住2) HapoilHblli KOM日ccap日aTT兄lKeλ0詰 npOMbl山 JIeHHOCTH;00λOlKeHlle 0 WKOJlaX中a6pH4HO--3aBOilCKoro

y可eHIl4eCTBaH K T口 c. 3. 

(43) レーニン i教育人民委員郊の活動についてJ， u"レーニン全集dJ，第32巻，大月 126ページ。

同 Kncc B pe30J即日間X Il pe凹 eH沼田 Cbe3，l1，OB，KOH伊沢問IlHIl nJIeHyMoB UK， T .2 ， 1970 r.， C 49. 

H司 H. K. KpyncKaH; 刊 onOJll!TeXHIl3Me "， neilarOfH4eCKIle co刊行eHH兄， T.4， 1959r.， c. 197. 

これを 1929年に書いた。

(46) TaM lKe. 

品百 H. K. KpyncKa兄"06mee H npoφeCCHOHaJIbHoe 06pa30Ba削 e neilarorll4eCKHe C041lHeHH匁，

T.4，c.83. 

祖母 H. K. KpyncKe兄 "TosapHmllpa60刊 e，60p附eCb3a noλHTeXHH4eCK戸O出 KOJIy! "， neil.c04.， 

T. 4， c. 365. 

(49) H. K. KpyHCKa匁;“ KBonpocy 0 nOilrOTOBKe pa604eli CHλbl ， neil. co可.， T. 4 • c. 182. 

6時 HapOilHbl詰 KOMHccapHaT T匁lKeJIO註 npOMbIWJIeHHOCTH; OOJIOlKelme 0出 KOJI3Xφa6pH刊行0--3aBOilCKoro

y4eHH4eCTBa H K T 0， c. 4. 

自由 BTopoe BceCOID3Hoe napTH且HoecosemaHHe nO HapoilHoMy 06pa30BaHH田， c. 296. 

(52) TaM lKe， C. 324. 

(53) HapoilHblH KOMHccapHaT T匁lKeJIO語口pOMbl出λeHHOCTH;OOJlOlKeHHe 0 WKOJIaX中a6pH4HO--3aBOilCKoro

y4eHH4eCTBa HKTn， c.4~5. 

同 重工業人民委員部の工場技能学校で1930年 (28.9%) ， 1931年(19.1%) ， 1932年(18.5%)であっ

た (HOBbleKailpbl T叫杷J10ii npOMbl山JIeHHOCTH (1930--1933) ，C. 113.)。
(55) Meiluil. Ka6. fYY3'a HKTn一cccPnpH CeKTope Ka.l¥poB YYHKTO no MOCK. 06JIaCTH; 

C60pH凶KMaTepHaλOB nO peopraHH3al¥H沼田KOJlφ3Y，c. 6 ~ 9. 

側 ここにあげたものは もちろん，その中心的なものである。

倒 TaMlKe，ε. 10~ 14. 

o praHH3al¥H匁 Tpyila， 1933 r.， No 10 (54)， c. 3 ~ 4. 

5時 nOCTaHOBJIeHHH UVlK H CHK CCCP Il 6.opo MfK BKn(6) 0 WKOJIaXφ3 Y Il 0 pa60Te cpeil臼

中a63aBy4HIlKOB MOCKBb.， C. 7. 

(59) TaM lKe， C. 8. 

側委員会ビュー口ーは，諸々の問題点のある工場技能学校のこの状況がコムソモールの生徒の間での不

満足な政治一教育活動の結果として，また学校の利益擁護においてイニシアチブを発揮しなかった結果

としておこったとみなし，コムソモール締股の活動の改善等を提起した(TaM附， c. 9)。 しかし，

学校が内包している諸問題をこのように結論づけることには疑義を感ぜざるをえなし、。基本的には工場，

企業の管理部，学校管理者に責任があり，コムソモール組織が解決で、きる持分は限定されていたのであ

るO

(6J) A. Bec6JIaHil; "φa63aByQ臼ano.ll:もeMe¥ 3a npOMb'山丘四日b.eKailpbl， 1933r.， No. 5~6 ， c. 67. 

お2) TaM lKe. 

側 1930年の第2回全連邦国民教育党会議は中等科学校第2階梯のテブニグムへの改組を決議し，実際に

学校数，生徒数ともに激減した。
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初等・不完全中等・中等学校数，生徒数(ソ連邦)

総 言十 初等学校 不完全中等学校 中等学校

年 度 学校数 生徒数
号制生徒数

学校数 生徒数 学校数

1927/28 118，558 11， 466，035 8，426，903 6，554 2，084，016 1， 775 

1928/29 124，847 12，068，203 114，401 8，770，096 7，086 2，203，950 1， 857 

1929/30 133，197 13，515，688 121， 650 9，845，266 7，834 2，424，678 1， 914 

1930/31 152，813 17，614，537 135，951 12，850，100 12，419 4，193，644 653 

1931/32 168， 129 20，932，997 139，231 13，455，915 21， 833 7，086，880: 5 

1932/33 166，275 21， 397，185 136，209 12，092，382 26， 752 7，921， 317 1， 261 

1933/34 166，468 22，095，744 133，883 11， 809， 776 28，646 8，150，143 2，436 

(Ue臼Tpa~bHoe ynpaB~eHHe HapOs針。X03匁詰CTBeHHoroy町 Tar OCnJlaHa Co拍3aCC P ; 

KyJlbTypHoe CTpOHTeλbCTBO CCCP， M.-ll.， 1940r.， c. 37.) 

制 これは 131年決定J， 132'字決定」が指矯しているとおりであるO

生徒数i

857，759 

977， 787 

1， 117，824 

383，6581 

4，2341 

1， 243， 2721 

2，011， 7981 

間 j7Uとしてドンパスの一連の鉱山の抽出調主主をあげている。鉱山技能学校の卒業生のうち，地下作業に

文学どおり一握りの者しか残り，定義ーしなかったということである (A. Be C6J1aHs; yKa 3. c. 70.) 0 

側 近接の生産と最も主要な工業部門の学習のために，生産教授にわりあてられる時聞が多いのは，これ

までの普通教育学校のポリテアニズムの発展が不十分なためであるとして 7生f'.制学校の活動が充実し

てきた現夜では，これらの学習にあてる時間を削減することができると結論しているように考えられる

(A. Bec6~aHß; yKa3. C. 68.)。

信司 A. Bec6~aHß; yKa3. C. 69. 

側 エイジェリマーン ( 5. 3 ilseJlbMaH)は，入学者が?年制学校レベノレの教育を受けてきているので，学

校では普通教育に主要な技惹:を払う必要がなく，すべてを具体的専門にかんする職業一技術的習熟に集

中できるということによって，普通教脊の削減，教育期間の短絡を肯定しているO さらに入学者の中に

は生産現場にゆくことを望まず，卒業後直ちに高等教育機関に入学するためにだけ学校に入学してくる

ような一定数の生徒が存在し，それせど不健康な傾向で、あるとした。また養成職種を大衆的機種に限定し

たことについて，生産教授の大部分が義本的な専門の学習のかわりに関連の専門を知ることにあてられ

ており，基本的な専門がないがしろにされる傾向をよ級技能資格労働者を養成する学校はもってし、たと

述べ，そしてこれらの労働者になるためには一定の労働現場で・の長い労働，最新の主主産技術の十分な習

得，継続した理論教授を経た後で，そのような者になることができるのであるとして，工場技能学校で

は養成が不可能と判断した(5. 3ils印刷間山間四 φ3y pe3KO BblpalKeHHa匁 npo中eccHOHaJIbHaSl 

出印刷ヘ 3anpOM bI凹~eHHble Kaspbl， 1933r.，泌8~ 9， c. 65~7 I.)，。

中央労働研究所長のガスティェフ (A.raCTeB)は，これらの決定を正当と認め，研究所の養成方法

がますます大きな役認を果すようになったと述べた(A. r 3CT叩 "KBonpocy 0 peopraHH3aUHHφ3Y"， 

OpraHH3aUHlI Tpy且a，1933r.，No.lO， c. 5~6.)。

側 MeTOs. Ka6. rYY3'a HKTn-cccp npH CeKTope KasPoB YYHKTn no地 CK. 06~acTH; 

C60pHHK MaTepHa~OB no peopraHH3au閉山KO~φ3Y ， c. 19.ドンパスの学校の統計資料によれば，過

去3年間の卒業生の主主震への定着は40%であり， 1932年度の卒業生の209副主ラプブアーク，テブニクム，

高等技術教育施設に直接進学した(TaM蹴， c. 19.)。

官時 TaM )!{e， c.20. 

的 生産教授の25~38%の時間が近接の専門の学習にあてられ，自己の専門に必要な作業にかわって不必
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要な作業(鉄工-73待問，旋盤工-108時間，小鍛冶工-172時間)をおこなう教科プランがあり，

大多数の学校では生産教授が不十分にしか組織されていないと述べている(TaM lKe， c. 20 ~ 21. )。

105 

間 生産教授のあり方が，卒業生の生産への定義の怒さの要因にもなっているという認識から，生産教授

の組織の改善も必姿としている(T制蹴， c. 26.)。

1/3) TaM lKe， C. 24. 

1/4) TaM lKe， C. 27. 

同 K口CCB pe30JJlOUHl!X H pellleHIll!X Cbe3)¥OB， KOIl中epeHUHiiH nJIeHyMoB UK， T. 2， c. 49. 

冊以前，彼は「技術発展の現段階において生産は，すべての技術過程乞急速に知悉しうる高度に熟練し

た労働者を必要としている。それと同時に，その養成に費される時間数は議大限，短縮されねばならな

L 、Jと述べたことがある (M. JlelllHHep; "illKoJIeφ3Y - )¥eCl!Tb JIeT "伽O伽臼H詰 KOM附酬弘My臼出問E滋lCT，1問9犯31九r人.，

Nぬ0.5ム， c. 3.)λ。 1叩93幻l生年F段階でで、は，高度に熟練した労(働動者が幸報量告の大衆的技書能g資格労{働動者で

がつて宝普雪遜教7脊寄科艮を教科プランカか込ら徐くとLい、寸う発怒はなかつたと考える。

q司 B. 3 axapoB; yKa3. C. 46. 

(78) E. r. OCOBCKHii; Pa3BHTHe TeopH沼 npo中eCCHOHaJIbHO-TeXHHQeCKOrO06pa30BaHI問 BCCCP 

(1917-1940)， M.， 1980人

間 ヴ zセローフについては，以下を参照されたし、o A. H. BeCeJIOB; Opo中eCCllOH3JIbHO-Tex聞 HeCKoe

06p330B3H刻eB CCCP， M.， 1961r.， c. 285-286. 

信司 巳.r. OCOBCKH詰， yKa3. 84. 

制人口状況については， illBapu rp. の著醤 (5pOHl! nO)¥pOCTKOB B npOH3BO)¥CTBe， M.， 1924r.) の参

照、を求めただけで、あるO

信2) E. r. OCOBCKHii; yKa3. C. 116. 

制 TaM蹴 85. しかし同時に問題点、も指摘している(TaM蹴， c.85-86.)。この「正当さJ， 

「一侍的性格Jについての評価は，変化していない (00)¥pe)¥. C.只.5aTbl出 eBa，A. H. BeCeJIOBa， B . M. 

rpy， H. H. Ky3bMHHa， E. r. OcoBcKoro; 0可epKHHCTOp日Hnpo中eCCHOHaJIbHO-TeXHHQeCKOrO06pa30BaHHl! 
B CCCP，M.， 1981r.， c.201.)。

倒 C.KOnblJIOB3; " OO)¥rOTOBKa pa60QHX Ka)¥pOB 3a 1935r. 11， 3a npOMbl出 λeHHbleKa)¥pbl， 1935r. ，Nn2， 

c.44. 1933年の括弧の数字は HOBbleKa)¥pbl Tl!lKeJIOII npOMbllllJIeHHOCTH (1930-1933) c. 112. に

よった。 34年秋の募集の比率を合計すると 100.4になるが，一応そのまま載せた。

都日 A. Bec6JIa沼且"YpOKIを HO匁6pbCKoroH nepcneKT筏BblMapTOBCKoro Ha60p a "， 3a npOMbllllJIeHHble 

Ka)¥pbl，1934r.， N0.4， c.44. 

側 r様と鎌」工場の工場技能学校の1933年度卒業予定者 900人のうち，今までのところ 210人しか工場

に残らないという状況 (8月以前の謁査と考えられる〉だとL寸。また第 l期(1933年)に卒業した製

鋼工9人のうち工場には 2人しか残っていないとL寸状況もある (H.KOTOK; " Ha onblTe O)¥HOro H3 

KpynHeiilllHXφ3Y(φ3Y 3aBO)¥a " Cepn H MOJIOT ウ 3anpOMbllllJIeHHble Ka)¥pbl， 1933r.， ~ね 8…9 ，

c. 76. 

担時 3. MOXOB; " OQepe)¥Hble BonpOCblφ3Y ヘBonpOCblTPYila，M.， 1933r.， Nn6， c. 48. 
側 ヤロスラーフのゴム製造コンビナートでは500人の工場技能学校卒業生のうち 150人が技能資格に応

じた労働に従事したが，残りの者たちは，コンビナート建設において補助労働者として働いており，チ

エノレノレチェンスクの化学コンビナートでも 133人の卒業生が専門に応じた労働でなく，雑役夫として

補助職場で{動いている(TaM蹴， c. 49.)。

事骨 B.3axapOB; yKa3. c.41. 

(的 C. PO)¥附 HOB; " OyTH !l nepcneKTHBbl 6e30TpblBHO員四CTeMblぺ3anpOMbl凹 JIeHHbleKa)¥pbl， 1933r. ， 
Nn7， c 49. 
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信訪 日.K， KpyncKas; " Pa3HHua MelK)ly npoφeCCIIOHaJlbf古田MH nOJlHTeXHH'leCKHM 06pa30BaHHeM " れe)l.

CO'l. ， T. 4， c. 252. 

(92) しかし，クループスカヤは，工場技能学校の教育が短期間の専門的訓練だけに限定されるとは考えて

いなかった。彼女は常に「学校の総合技術化J (H. K. KpyncKas; 符 K 3aKoHy 0 nOJlHTeXHH3au間

Oe)l. CO'l.， T. 4， c. 355.) の必要性を強調していた。

担mE. r. OCOBCKH語， yKa3. c，85. 
制 石炭工業では 20，800人のうち 18，500人 (89%) ，冶金工業では28，100人であった(刊行oTpe6HOCTb

MeTaJlJla H yrJl兄 BKa)lpaX y)lOBλeTBopHTb B nepB)'IO Oqepe)lb "， 3a npOMbl凶J1eHHbleKa)lpbl， 1933r. ， 

トね7，c.1.)0

祖母 重工業人民委員部規裂は，第11条で連邦共和国教育人民委員部の教科プラン・教授要院の尊重を定め

ている(HapO)lHbl詰 KOMHccapllaTTID肘J10iinpOMbl WJleHHOCTII; OOJlOlKeHlle 0 LUKOJlaX中a6p別針。-

3aBO)lCKOrO yqeHHqeCTBa HK TO， c， 5.)。
飾 E.r. OCOBCKII詰， yKa3. C. 197. 

側 C60pHHK MaTe抑制OBnO peopraHII3aUIIII LUKOJl φ'3Y， yKa3. C. 6. 

側 00.1拍車問.me0 WKOJlaX仇6pll'lHO…3aBO)lCKOrOyq印刷eCTBaHKTO， yKa3. C. 3. 

担骨 H. K. KpyncKaH; " OpOii)leHHblii nyTb "， Oe)l. CO'l. T. 4， c. 511. 

在。母 TaMlKe， C. 512. 

側 MaJIblilleB; 11出印刷 φ3YB 1931r.， "， Bonpocbl TpY)la，1931r.， No.2， c.32. 内訳は工業30万人，

建設5万人であった。

制ただし，一速の企業連合体や個々の企業では予定定員とのギャップが大きいので，募集を11月15日ま

で、延期したこともあり， 32.38万人より採用者(入学者)が多かったと考えられる。 予定より採用者数

が下まわったのは，学校での教育(養成〉があまりうまくいっていないことにも関係している。貧弱な

設傍，工作機械の不足があり，また予定定員より採用者数が下まわったもとでも， 学習する場所がないた

め， 4交代で授業がおこなわれ，深夜の 2時まで続くこともしばしばあったという(M.ConoMoHoB; 

" POJlb opraHOB Tpy)la B opraHII3aUHIIφ3Y H CXY "， Bonpocbl Tpy)la， 1932r.， No.2， c. 29， 

側 3.JvbXOB; "O'lepe)lHb1e BonpOCblφ3YヘBonpOCblTpyM， 1933r.， No. 6， c. 45. 
制 ジェノレジンスキー名称工場の学校は，要求水準をみたした者は50%であり，筏りの者は 2~4年の水

準であった。ウラノレの諸々の工場の学校の状況は，生徒の20%しか7年制学校を終えておらず，その他

の学校も同様の事態にあるという(TaM附， c， 46.) 0 

4型車 TaM lKe， c. 46. 

自民事 MaJlbILUeB; yKa3. C. 32. 

側 ソ連の出生率〈人口千人に対し〕の変化は次のとおりである。 1913年一 45.5，1926年一 44.0，1950年

一26.7，1960年一 24.9，1970年一 17.4，1973年一 17.8 (00品盟問 COBeTCKall印刷KJlOne)lHH，T. 22， 

M.， 1975 r .， c. 170，) 0 

4師事 KOCC B pe30JlIOUII兄X11 pe凹eH!IHXC祝日OB，即時epeHUII詰 HnJleHyMoB UK， T. 5， M.， 1975r.， c.76. 
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む す び

1933年は，労働者教育の歴史において重要なエポックをきざむ年であった。工場技能学校の

性格の転換のみならず，補充労腕教育制度の変化もあったので、ある1929年から，とりわけ19初

年から1932年までの時期は，労働者教育原理が一応、確立した時期といえる。社会主義を建設するに

ふさわしい労働者とは，単に生産を遂行する上で必要な技能訓練にとどまらず，絶えず生じてい

る生産の技術的変化・改造，および合理化を推進しうるに足る教養をもっ者である。このような
(2) 

労轍者を養成する主要な教育施設のーっとして工場技能学校が位置づいてくる。

1930年の第2回国民教育党会議，第 1回総合技術教育大会は，工場技能学校を閤民教育体系

の中に組み入れること，その総合技術化を提起した。そして，それ以降， 1933年まで工場技能学

校は，中等科学校第2階梯程度の教育と熟練労働者に必要な職業教育を与えてきた。そd最高J

の表現が， 1932年8月の震工業人民委員部『工場技能学校規程』における職業一総合技術学校と

いうものである。しかしながら，この職業一総合技術学校を支える現実的基盤は強屈なものでは

なく，必要とされる技能資格の労働者を大量に確保しなければならない工業の要求の前にあって

は，維持費等の企業負担，熟練〔技能資格〕の変化傾向という事情も加わり，養成職種の限定，

養成期間の短縮という方向に学校が性格転換を強いられるのであった。つまり，生徒であり，ま

た労働者(見習工)でもある工場技能学校生の賃金や彼らの教育に必要な学校総持に要する費用

が国家資金として支給されるのではなく，企業がそれを負担することになっている以上，労働生

産性の向上，生産費の低下をめざしている状況にあっては，養成の効率を良くすることが当然の

こととして要求されるし，また熟練が変化する傾向にある以上，大衆的技能資格労働者には，生

産現場で作業をおこなうに必要な教育だけを与え， I無駄Jを省くことが学校管理者の脳裏に浮

かぶのは，それ程調難なことではなかった。

33年決定は，卒業生の生産への定着が悪いことを指摘し，ラプブアーク，テフニグム，

教育機関への彼らの進学を工場技能学校の最大の欠陥と断定した。それ故，進学に必要な普通教

育科目を教科プランから削減することを決定したのであるが，そのことは，それぞれの職緩の労

働を技術学的に解明し，また当該部門全体を技術的・綴織的に解明，学習する上で必要な普通教

育的知識を保障しないことにつながるのである。とはし、うものの，当時の状況において普通教脊

を与えることは，高等教育機関等への進学を促進させ，生産への定着を悪化させるものと考えら
(3) 

れたであろうし，まさにジレンマにあったとも考えられる。

工場技能学校の入学者募集状洗は， 1931年， 1932年と悪化し，何か措罷を講じなければ1933

年以降は状況がなおいっそう悪化するとLづ予想，危快から，政府とりわけ重工業人民委員部は，

1933年改革を断行したので、ある。この改革は，年少労働者の普通教育要求を充足させなければな

らず，また工業のために熟練労働者を養成しなければならなかった工場技能学校が，おくれたロ

シアの遺産者ピひきつぐという，まさに歴史的条件に規定されたソビエト的性格の過渡的な教脊施

設であることを示した。同時に，教育政策を決定，実施するにあたって，必ずしも「教育的観点J

から様々な措置が実施されたのではないことも示したのであった。

1933年改革は，その後，問題なく，実施されたというものではなかった。短縮された教育期

間では，熟練労働者を養成できない専門もあらわれ， 1935年8月のソ連邦人民委員会議決定は，

重工業人民委員部の工場技能学校の教育期間を l時または2年に延長することを許可し (4髄
教育を拡充したのである。
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また 7年制学校卒業生の工場技能学校入学者に占める割合の低いことも， 1933年改革の実施

を関難にした要因として指摘されている。この改革の実施過程および，その修正である1935年の

ソ連邦人民委員会議決定の検討は，今後の課題とする。

本稿で使用した資料および文献は，筆者の1981年秋の訪ソの際，カトゥーンツェヴァ博士，

アソーフスキー博士，そしてイサーエフ博士候補の御指導，御援助によって，入手することがで

きたものであり，ここに深く感謝の意を表したい。

註

(1) この制度の生産技術講習会，労働者技術学校を， 1933年5月13臼付オノレジョニキッゼ指令は，普通教

脊が削減され，教育期間も短縮されたc1年→6カ月， 2.5年→10ヶ月)機業生産技術講習会に変える

ことを命じた(HOBble KaJ¥pbl 叩lKeJlOHnpOMbl山崎HHOCTH(1930-1933)， c.117.)。

(2) コーサレブの第16回党協議会での発言(山eCTHaJ¥uaTaHK問中ep印刷兄 BKD/6，CTeHora中間eCKHH

0刊 eT，C. 212.) 0 ノレイコフのモスクワでの演説(A. PbIKOB; "φa63aByQ -OCHOBHa匁中opMa

nOJ¥rOTOBKH HOBoro pa604ero " c. 5.) 0 

(3) 工場技能学校の管浪者である各官庁の担当部局は， 1932年8月 F規程」が芸技量していたことを，理解し

なかったか，問題として感じることはなく，ジレンマに陥つてはいないと思われる。

(4) D.B.日pOXOpOB認可， l1.r. KOBaJleHKO yKa3. C. 70. 


